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研究代表者 藤 也寸志 国立病院機構九州がんセンター・院長 

 

研究要旨 

最終年度である令和元年度は、「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査」のアンケート

調査（平成 29年度）および聞き取り調査（平成 30年度）の結果を詳細に解析し、これら

をもとに「実態調査を踏まえた考察と今後の展望」を作成した。また、その結果をまとめ、

①がん診療連携拠点病院やそれと連携する病院群以外の医療・介護施設やその従事者への

情報提供・相談支援や円滑な連携が不足し、情報が届かず孤立している、②これらの克服

には、がん診療連携拠点病院の努力のみでは不十分で、これを支える市井の人材の育成が

不可避な要素である、③がんの経過に応じて発生する多様なニーズに対して、様々な専門

性を有する関係者が、地域の育成人材とともに、ニーズに応じた情報を整備し、支援体制

を標準化し、教育研修機会を確保することによって、がん患者と家族が必要とする情報や

支援によりつながりやすくなる可能性がある、④適切ながんの情報提供・相談支援の達成

のためには、拠点病院を中心とした活動の外にも目を向ける必要がある、の 4点を提言と

してまとめた（資料１）。さらに、②の地域人材育成の都道府県モデルを小冊子としてまと

めた（資料２）。本研究班の成果物として、資料１および資料 2を全国のがん診療連携拠点

病院や都道府県がん対策推進協議会などへ配布した。 

 

研究分担者 

● 西山 正彦（群馬大学・名誉教授） 

● 片渕 秀隆（熊本大学大学院生命科学

研究部 産科婦人科学分野・教授） 

● 相羽 惠介（東京慈恵会医科大学医学

部 内科学講座（腫瘍・血液内科）・客

員教授） 

● 調 憲（群馬大学大学院医学系研究 

総合外科学講座肝胆膵外科分野・教授） 

● 渡邊 清高（帝京大学医学部 内科学

講座・准教授） 

研究協力者 

● 佐々木 治一郎（北里大学医学部附属

新世紀医療開発センター横断的医療領

域開発部門 臨床腫瘍学・教授） 

● 冨田 尚裕（兵庫医科大学 外科学講座 

下部消化管外科・教授） 

● 加藤 雅志（国立がん研究センター 

がん対策情報センターがん医療支援

部・部長） 

● 吉田 稔（日本赤十字社 熊本健康管

理センター） 
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● 境 健爾（国立病院機構熊本医療セン

ター 腫瘍内科・部長） 

● 浅尾 高行（群馬大学未来先端研究機

構ビッグデータ統合解析センター・ 

教授） 

● 竹山 由子（九州がんセンター がん

相談支援センター） 

● 矢野 篤次郎（国立病院機構別府医療

センター・院長） 

 

Ａ．研究目的 

生活圏で異なる多様なニーズに対応し、

求められるものへと正確につなぐ地域完結

型情報提供・相談支援システムの確立を目

指し、地域の情報提供・相談支援体制とこ

れを補強する人材養成プログラムを検証・

支援し、地域ニーズの抽出に基づく相談支

援・情報提供体制の在り方、これを効率化

する人材の育成と介入モデル、療養を含め

た地域情報づくりモデル等を提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

令和元年度は研究の最終年度であり、こ

れまでに行った「がん患者さんとご家族向

け支援の実態調査」のアンケート調査（平

成 29年度）および聞き取り調査（平成 30

年度）の結果を詳細に解析し、地域の医療

や福祉関連施設や事業所の特性による、が

ん患者に対応する相談・情報提供のニーズ

と、その特徴を明らかにし、がん患者と家

族向けの支援活動の実態を把握するととも

に、実状に即した情報提供・相談支援の体

制モデルを策定する。 

（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、モデ

ル事業における評価は疫学研究の対象にな

ると考えられ、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守してこれを行

う。 

 

Ｃ．研究結果 

がん患者さんとご家族向け支援の実態調

査」の結果について詳細に解析し、(1)相談

支援・情報提供ニーズに関し、実際に患者・

家族から受けたニーズと施設担当者が感じ

るニーズとに大きな開きはうかがわれず、

(2)がんの経過に応じて相談ニーズは発生

し、がん診療連携拠点病院の相談支援セン

ター以外の、さまざまな専門性を有する関

係者・施設でも幅広いニーズに対して積極

的な対応が求められている、(3)情報ニーズ

は幅広く、治療・検査・症状・セカンドオ

ピニオン・紹介・在宅・緩和・社会保障制

度・不安や精神的苦痛・患者会情報・グリ

ーフケアなど多彩な相にわたっており、こ

の傾向はほぼすべての施設で認められる、

(4)ただし、情報提供の実施で最もニーズを

感じているものの解析では、施設属性や相

談件数の多寡また施設の専門性により相談

ニーズが異なる可能性があり、(5)相談ニー

ズの地域差は、地域のがん医療体制、関連

施設構成に依存する可能性があることを明

らかとし、「2017年アンケート調査」、「2019

年聞き取り調査」としてまとめ、「実態調査

を踏まえた考察と今後の展望」を作成した

（資料１）。 

また、3年間の研究成果から、大きく 

① がん診療連携拠点病院やそれと連携す

る病院群以外の医療・介護施設やその

従事者への情報提供・相談支援の不足

（情報が届かず孤立している）や円滑

な連携が不足している。 
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② これらの克服にはがん診療連携拠点病

院の努力のみでは不十分であり、これ

を支える市井の人材の育成は、患者・

家族のみならず、それらを地域で支え

る広範囲の医療・介護従事者への支援

に不可避な要素である。 

③ がんの経過に応じて発生する多様なニ

ーズに対して、様々な専門性を有する

関係者が、地域の育成人材とともに、

ニーズに応じた情報を整備し、支援体

制を標準化し、教育研修機会を確保す

ることによって、がん患者と家族が必

要とする情報や支援によりつながりや

すくなる可能性がある。 

④ 適切ながんの情報提供・相談支援の達

成のためには、拠点病院を中心とした

活動の外にも目を向ける必要があるこ

とを提言する。 

の 4点を“まとめと提言”とする報告書を

作成（資料１）、がん診療連携拠点病院（都

道府県がん診療連携拠点病院、地域がん診

療連携拠点病院＜高度型＞、地域がん診療

連携拠点病院）、地域がん診療病院、特定領

域がん診療連携拠点病院および各都道府県

がん対策協議会等関連に配布した。 

さらに、がん医療ネットワークナビゲー

ターの養成支援と実効性検証研究の結果を

もとに、「がん医療ネットワークナビゲータ

ー～育成推進と活動拡大の都道府県別モデ

ル～」と題する小冊子を作成（資料２）し、

資料１を配布した施設・組織に加えて、ア

ンケート調査に回答してもらった施設やナ

ビゲーター等、関係者・関係施設・組織に

配布した。 

 

Ｄ．考察 

 本研究で実施した実態調査は、６都県に

おけるさまざまな専門性と地域性を有する

医療者・相談支援者・仲介者を対象とし、

多様な場において、がん患者や家族がその

ニーズに応じて相談や情報支援を受ける場

合に利活用する可能性のある関係者に、幅

広くご協力いただいて実施した初めての調

査である。多数の関係者から情報ニーズと

連携ニーズを知ることができ、当該地域に

おけるがん診療連携拠点病院（およびがん

相談支援センター）の相談や連携における

役割分担や、当該地域の相談支援体制の充

実に向けた連携構築のための課題や提案を

得るきっかけになると考えられる。  

また、地域や職種、属性ごとに分析を進

めることによって、患者・家族がさまざま

な段階で抱える情報・相談支援ニーズに応

じた対応策やノウハウが蓄積され、よりよ

い情報提供・相談支援体制の整備につなが

ることも期待できる。 

さらには、都道府県のがん対策推進協議

会やがん相談・情報提供部会、がん診療連

携拠点病院がん相談支援センターのがん相

談専門員、日本癌治療学会認定がん医療ネ

ットワークナビゲーターなど、地域におい

てがんの相談支援や情報提供に関わる関係

者が、地域のニーズに応じた対応策を講じ

たり、情報コンテンツや相談対応マニュア

ルの整備や顔の見える連携づくりなど先進

的な取り組みを取り入れたりすることで、

具体的な患者・家族支援につながるモデル

を構築することが可能になることも期待さ

れる。 

アンケート調査、聞き取り調査からも、

病院、診療所などの積極的医療提供機関と、

療養やフォローアップに係る施設との連携
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が必ずしも円滑ではない状況がうかがわれ

た。多岐にわたる対応諸機関において、互

いの情報ニーズと連携ニーズの実態を把握

することは、間接的にその地域の患者・家

族・支援者のニーズを捉えることにつなが

り、必要な情報や連携構築に向けた支援の

きっかけになる。地域における情報共有ニ

ーズは大きく、地域に根差し、情報づくり、

連携づくりを進める体制の確立、これを支

える人材の養成は、患者・家族・支援者の

ニーズに応えるために不可避な要素である。 

今後も継続・拡大して調査が行われ、そ

の結果が地域にフィードバックされて、

PDCAサイクルが活発化されることが望まし

い。 

 

Ｅ．結論 

がんの情報提供・相談支援やがん診療連

携の現状を把握するために、6都県におけ

るさまざまな専門性と地域性を有する施設

に対するアンケートと聞き取り調査を行い、

情報提供・相談支援ニーズと連携ニーズに

関する調査を実施した。 

これらの調査は、従来がん診療連携拠点

病院・がん相談支援センター等を対象とし

て行われている調査とは一線を画すもので、

がん患者や家族がそのニーズに応じて相談

や情報支援を受ける場合に利活用する可能

性のある関係者に幅広くご協力いただいて

実施した初めての調査である。 

その結果、①がんの経過に応じて相談ニ

ーズは発生し、がん診療連携病院の相談支

援センター以外の、さまざまな専門性を有

する関係者・施設でも幅広いニーズに対し

て積極的な対応が求められている、②しか

しながら、これらに対してがん診療連携拠

点病院やそれと連携する病院群以外の医

療・介護施設やその従事者への情報提供・

相談支援（情報が届かず孤立している）や

円滑な連携が不足しており、③これらを解

決するには、がん診療連携拠点病院の努力

のみでは不十分で、これを支える市井の人

材の育成が、患者・家族のみならず、それ

らを地域で支える広範囲の医療・介護従事

者への支援に不可避な要素であることが示

された。 

このことは、逆に、さまざまな専門性を

有する関係者がニーズに応じた情報を整備

し、支援体制の標準化を推進し、教育研修

機会を確保することによって、がん患者と

家族が必要とする情報や支援によりつなが

りやすくなる可能性があることを示唆する

ものともいえ、今後も、分析やモデル事業

の実施と検証、支援人材の養成を継続し、

患者・家族向けの情報提供や相談支援体制

の充実と均てん化を図っていく必要がある

と考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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1. はじめに 

がんに関する適切な情報提供は、今なお国民の強い要望である（H26年内閣府世論調査）。

一定の成果は認められるものの、依然、①相談支援センターの低い認知度・利用率、②情報

の氾濫、③多様化する相談ニーズ、④対応状況の施設間、地域間格差、などの課題が指摘さ

れている（第８回がん診療提供体制のあり方に関する検討会資料２）。人口構成や地理的、

文化的背景が異なる地域では当然ニーズも異なり、有効な対応体制は一定ではない。また、

限りある医療資源のなか、相談支援センターによる広報にも限界があり、地域に根差してこ

れへとつなぎ、広める支援人材と地域の情報づくりの効果的モデルやマニュアルの提案は

必須である。 

がんに限らず種々の疾患において、また医療と介護福祉を含む地域包括ケアが求められ

ている。生活圏で異なる多様なニーズに対応し、求められるものへと適切につなぐ地域完結

型のがんの情報提供・相談支援システムの確立を目指し、がん診療連携拠点病院の相談支援

センターを中心とした地域のがん情報提供・相談支援体制とこれを補強する人材養成プロ

グラムとを検証し、地域ニーズの抽出に基づくがん相談支援・情報提供体制の在り方、これ

を効率化する人材の育成と介入モデル、療養を含めたがんに関する地域情報づくりモデル

等の提案が求められている。 

本書は、厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）「がん医療ネットワ

ークナビゲーターによるがん医療情報提供強化プロジェクト： 情報が確実に手元に届く

地域連携モデルの構築（H26－がん政策－一般－007）」（研究代表者：西山正彦）を継

続・発展する形で計画・実行された、厚生労働省科学研究費補助金（がん対策推進総合事

業）生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方：地域

ニーズの検証と活性化人材の育成と普及（H29 - がん対策 - 一般 - 004）」（研究代表

者：西山正彦・藤 也寸志）の研究成果報告書である。本研究を通じて明らかになった、

がんに関わる情報提供・相談支援の実態や問題点を提示し、今後の地域完結型のがんの情

報提供・相談支援システムの確立のための研究や活動のあり方に関する提言を行いたい。 

 

令和 2年（2020 年）3月 

研究代表者  

藤 也寸志 
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2．概要  

 

【本研究班の目的】 

生活圏で異なる多様なニーズに対応し、求められるものへと適切につなぐ地域完結型の

がん情報提供・相談支援システムの確立を目指し、地域のがん情報提供・相談支援体制とこ

れを補強する人材養成プログラムとを検証し、地域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報提

供体制の在り方、これを効率化する人材の育成と介入モデル、療養を含めた地域のがん情報

づくりのモデル等を提案する。 

 

【地域ニーズに基づく情報提供体制の在り方に関する研究】 

地域の医療や福祉関連施設や事業所の特性によって、がん患者に対応する相談・情報提供

のニーズの特徴を明らかにし、がん患者と家族向けの支援活動の実態を把握することを目

的として、「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査」のアンケート調査（2017 年）およ

び聞き取り調査（2019 年）を行った。 

2017 年に、日本癌治療学会がん医療ネットワークナビゲーターのモデル地域（群馬・東

京・神奈川・福岡・熊本・大分）における、がん診療連携拠点病院、がん診療連携病院、

地域統括相談支援センター、病院、診療所、保険薬局、地域包括支援センター、訪問看護

事業所、ケアセンター、市区町村窓口、保健所、公共図書館、患者会・患者団体など

2,004 施設を対象としてアンケート調査を依頼し、763 施設から回答を得た（回収率

38.1％）。さらに、その解析結果を受けて 2019 年に実施した聞き取り調査では、アンケー

ト調査の回答をもとに内容の理解を深める目的で、主にその内容が患者・家族の方々のニ
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ーズなのか、施設担当者のニーズなのか、追加すべき事項などを確認する形式で行い、ア

ンケート調査回答 763 施設に協力を依頼し 79 施設から回答を得た。 

上記の両調査ともに、協力者の施設属性はがん診療連携拠点病院、拠点病院以外の病

院、診療所、地域包括支援センター、保健所、市区町村の窓口、訪問介護事業所、訪問看

護事業所、居宅介護支援事業所、保険薬局、公共図書館、患者会など多岐に渡っていた。 

調査対象の属性により、相談や情報提供ニーズを感じている内容や連携ニーズは多様で

あった。しかし、がん診療連携拠点病院とそれ以外の施設や事業所では明らかな違いが示さ

れた。例えば、がん診療連携拠点病院のがん相談支援センターでは幅広い情報提供・相談ニ

ーズを持ち、訪問看護ステーションや介護施設では在宅ケア・生活支援、市区町村窓口では

予防・検診・健康教育のニーズが高いなど、属性機能に応じたニーズの表明がなされていた。

地域と施設属性により連携の規模が異なり、がん診療連携拠点病院では広域の、介護福祉施

設は学区域から市区町村単位での連携ニーズが高かった。このように施設属性による特徴

の違いはあるものの、大半の施設が幅広いがん患者と家族の情報提供と相談支援のニーズ

を感じており、その実施について、情報の内容、対応する窓口の整備、関係者への認知、対

象となる患者・家族・一般市民への啓発、研修教育の機会の確保など様々な課題を実感して

いることが明らかになった。 

 がんの経過やライフステージに応じて発生する多様な情報・相談ニーズに対して、さまざ

まな専門性を有する関係者が情報を整備し、支援体制の標準化と均てん化を推進し、教育研

修機会を確保することによって、がん患者と家族が必要とする支援によりつながりやすく

なる可能性があると考えられる。 

 

【支援体制活性化人材の養成その介入モデルの確立に関する研究】 

日本癌治療学会と連携し、相談支援活性化人材養成活動として、癌治療学会によるがん医

療ネットワークナビゲーター養成を支援した。ナビゲーターは 2段階制であり、その認定の

過程は以下の通りである。まず、癌治療学会ホームページにおいて 40講座の e-learning を

視聴し小テストを全て修了し申請すると「認定がん医療ネットワークナビゲーター」として

認定される。その後にコミュニケーションスキルセミナーを受講し合格すると認定見学施

設（全国 88 施設：2019 年 11 月現在）での実地見学を行い、実地見学指導者の承認・推薦

を得て申請すると「認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター」として認定される。  

その結果、令和元年 11 月現在で、シニアナビゲーター69 人（＋申請中 4 人）、ナビゲー

ター344 人（＋申請中 20 人）を認定した。さらに、シニアナビゲーターを目指したナビゲ

ーターの中で実地見学中が 29人・コミュニケーションスキルセミナー終了者が 240 人おり、

またナビゲーターを目指した 499 人が e-learning 受講中であり、今後もシニアナビゲータ

ー・ナビゲーターの数は増加するものと予想される。さらに、実地見学受入れ施設は、全国

37 都道府県、88 施設に増加している。 

さらには、シニアナビゲーターがモデレーター・ファシリテーターとして参画するコミュ
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ニケーションスキルセミナーを全国へと展開し、福岡(平成 30年 4 月)、大宮（平成 30年 7

月）、横浜（平成 30 年 10 月）、岡山（平成 31 年 3月）、札幌（令和元年 7月）、福岡（令和

元年 10 月）で開催した。第 57回日本癌治療学会学術集会（令和元年 10 月）では、認定が

ん医療ネットワークナビゲーターによる検証ワークショップ、認定がん医療ネットワーク

ナビゲーター地域指導責任者・実地見学施設説明会、認定がん医療ネットワークナビゲータ

ーと委員による相互交流会が開催され、それに加えて周知・広報活動の一環としてプレスリ

リースがなされた。 

令和元年 8月にシニアナビゲーターを対象として、質を保証し、更なる展開の可能性を検

証するために第 3 回の制度検証アンケート調査を施行した。その時点でのシニアナビゲー

ターは 59人が承認されていたが、39人（66％）から回答を得た。平成 29 年 12 月に施行さ

れた第 1回調査（承認ナビゲーター33人中 25 人の回答）との変化を比較検討した。その結

果、シニアナビゲーターの活動状況、モチベーション、問題意識などの変化が明らかになり、

さらなる制度改善やシニアナビゲーターの育成だけではなく、活動の支援や研修継続の必

要性などの工夫が必要であることがわかった。 

また今後さらなる全国展開をしていく場合、都道府県別など地域に特徴的な医療状況の

差異を考えると、人材育成・拡大のパターンに地域特異性があると想像される。そのために

現在までに本制度による人材育成を精力的に行っている５県についての活動を、今後の他

県参画時の参考のモデルケースとして、別途小冊子として全国に紹介する。 

 

【まとめと提言】 

 がん診療連携拠点病院やそれと連携する病院群以外の医療・介護施設やその従事者

への情報提供・相談支援の不足（情報が届かず孤立している）や円滑な連携が不足

している。 

 これらの克服には、がん診療連携拠点病院の努力のみでは不十分であり、これを支

える市井の人材の育成は、患者・家族のみならず、それらを地域で支える広範囲の

医療・介護従事者への支援に不可避な要素である。 

 がんの経過に応じて発生する多様なニーズに対して、様々な専門性を有する関係者

が、地域の育成人材とともに、ニーズに応じた情報を整備し、支援体制を標準化し、

教育研修機会を確保することによって、がん患者と家族が必要とする情報や支援に

よりつながりやすくなる可能性がある。 

 

以上より、 

全てのがん患者や家族へ届く、適切ながん情報提供・相談支援の達成のために

は、がん診療連携拠点病院を中心とした活動の外にも目を向ける必要があるこ

とを提言する。  
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4．地域ニーズに基づく情報提供体制の在り方に関する研究 

 

 

(1) はじめに 

生活圏で異なる多様なニーズに対応し、求められるものへと正確につなぐ地域完結型が

ん情報提供・相談支援システムの確立を目指し、地域のがん情報提供・相談支援体制とこれ

を補強する人材養成プログラムとを検証し、地域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報提供

体制の在り方、これを効率化する人材の育成と介入モデル、療養を含めた地域のがんの情報

づくりモデル等を提案する。 

施設や事業所の特性によって、がん患者に対応する相談・情報提供のニーズの特徴を明ら

かにし、がん患者と家族向けの支援活動の実態を把握することを目的として、「がん患者さ

んとご家族向け支援の実態調査」のアンケート調査（2017 年）および聞き取り調査（2019

年）を行った。 

 

(2) がん患者さんとご家族向け支援の実態調査（2017 年アンケート調査） 

＜調査対象＞ 

日本癌治療学会がん医療ネットワークナビゲーターのモデル地域（群馬・東京・神奈川・

福岡・熊本・大分）における、がん診療連携拠点病院、がん診療連携病院、地域統括相談支

援センター、病院、診療所、保険薬局、地域包括支援センター、訪問看護事業所、ケアセン

ター、市区町村窓口、保健所、公共図書館、患者会・患者団体など 2,004 施設 

＜調査時期＞ 

2017 年 10 月～2018 年 1月（調査票による郵送調査） 
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＜調査目的＞ 

施設や事業所の特性によって、がん患者に対応する相談・情報提供のニーズの特徴を明ら

かにし、がん患者と家族向けの支援活動の実態を把握すること 

＜調査項目＞ 

1) がん患者と家族との関わりのなかでの困りごと 

2) がん診療や医療サービスにおける相談支援や情報提供のニーズ 

3) がん診療連携活動のニーズ 

4) がん患者と家族向けの支援と情報提供の体制 

＜解析項目＞ 

5) 相談対応件数による特性分析 

6) 施設属性による特性分析 

7) モデル地域における特性分析 

＜実施主体＞ 

厚生労働科学研究費（がん対策推進総合研究事業） 

生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方：地域ニー

ズの検証と活性化人材の育成と普及（研究代表者 九州がんセンター 藤 也寸志） 

 

******************************************************************************** 

 

2,004 施設に送付を行い、763 施設から回答を得た。回収率は 38.1％であった。 

 

施設の属性と回答数・回答率の内訳は、病院（がん診療連携拠点病院）70 施設発送、50

施設回答（回答率 71.4%）、病院（一般）137 施設発送、68施設回答（回答率 49.6%）、診療

所 373 施設発送、138 施設回答（回答率 39.9%）、地域包括支援センター107 施設発送、48施

設回答（回答率 44.9%）、保健所 43 施設発送、29 施設回答（回答率 67.4%）、市区町村の窓

口 102 施設発送、37 施設回答（回答率 36.3%）、訪問介護事業所 21 施設発送、4 施設回答

（回答率 19.0%）、訪問看護事業所 236 施設発送、87 施設回答（回答率 36.9%）、居宅介護支

援事業所・ケアセンター241 施設発送、136 施設回答（回答率 56.4%）、保険薬局 248 施設発

送、103 施設回答（回答率 41.5%）、公共図書館 43施設発送、27 施設回答（回答率 62.8%）、

患者会 53施設発送、30施設回答（回答率 56.6%）、その他 330 施設発送、6施設回答（回答

率 1.8%）であった。なお、施設属性内訳は、回答あり施設の回答内容に応じて記載した。回

答なし施設は送付情報のままとしている。 

（図 4-1） 

調査依頼票（「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査」ご協力のお願い）は、図 4-11

を参照のこと。 
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図 4-1.  送付施設と回答施設 
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1) がん患者と家族との関わりのなかでの困りごと 

 

Q1-1．がん患者さんとご家族との関わりのなかで、困っていることや苦労していることは

ありますか。ご自由にお書きください。 

 

・実施体制に関すること（施設がない、場所・時間の確保、人手不足など） 

・周知の不足（広報の不足、窓口の認知不足など） 

・情報整備の問題（情報不足、図書や冊子の不足、情報過多など） 

・患者・家族とのコミュニケーション（病状理解、医療者との対話、患者家族間の情報共有

など） 

・教育研修体制（情報資材、コミュニケーション技法、対応能力の相違など） 

 

763 の回答のうち、529 施設（69.3%）で記載があった。 

 

Q1-2．貴施設・部署において、別の施設や部署に紹介したり、専門の窓口に案内したりす

るときに、困っていることや苦労していることはありますか。ご自由にお書きください。 

 

・連携体制に関すること（連携できる施設がない、在宅資源不足、人手不足など） 

・周知の不足（広報の不足、窓口の不足など） 

・情報整備の問題（病診連携、医療と介護の連携不足、関わりの不足など） 

・患者・家族とのコミュニケーション（病状と予後の理解、医療者の理解、患者家族間の情

報共有など） 

・連携と研修体制（病院と診療所と在宅間の情報共有とコミュニケーション、調整機関の対

応能力など） 

 

763 の回答のうち、322 施設（42.2%）で記載があった。 

 

2) がん診療や医療サービスにおける相談支援や情報提供のニーズ (図 4-2, 図 4-3) 

 

Q2．以下のがん診療や医療サービスのうち、相談支援や情報提供を実施するにあたって

「ニーズ（必要性）を感じている」ものをすべて、最も比重の高いものをひとつ選んでく

ださい。 

 

「相談支援や情報提供の実施でニーズを感じている」 

在宅医療 506 件（66.3%）、ホスピス・緩和ケア 506 件（66.3%）、医療費・生活費・社会保

障制度 466 件（61.1％）、不安・精神的苦痛 464 件（60.8%）、医療者との関係・コミュニケ
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ーション 452 件（59.2％）、症状・副作用・後遺症 436 件（57.1%）、患者－家族間の関係・

コミュニケーション 416 件（54.5%）、がんの治療 421 件（55.2％）、医療機関の紹介 390 件

（51.1%）、介護・看護・養育 370 件（48.5%）、がんの検査 354 件（46.4%）、食事・服薬・入

浴・運動・外出など 343 件（45％）、セカンドオピニオン 340 件（44.6%）、告知 327 件（42.9%）、

受診方法・入院 322 件（42.2%）、グリーフケア・遺族ケア 309 件（40.5%）と続いた。 

 

「相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じている」 

在宅医療 14.8%、がんの治療 9.3%、不安・精神的苦痛 8.3%、ホスピス・緩和ケア 7.8%、

医療者との関係・コミュニケーション 7.5%、医療費・生活費・社会保障制度 7.1%、患者－

家族間のコミュニケーション 5.8%、がん予防・検診 5.6%という結果であった。 

 

施設ごとの情報ニーズの差異 

・拠点病院で感じている情報ニーズは治療・検査・症状・セカンドオピニオン・紹介・在宅・

緩和・社会保障制度・不安や精神的苦痛、患者会情報、グリーフケアなど幅広い。 

・一般病院・診療所・薬局では治療・在宅・緩和ケアのニーズが高かった。 

・訪問看護事業所で、症状・セカンドオピニオン・在宅・緩和ケア・社会保障制度・コミュ

ニケーション・健康教育に加えスタッフのストレスマネジメントのニーズが高く、患者の治

療、療養、ケア、社会的支援、精神的支援などの幅広い支援を行っている、あるいは行いう

る場である可能性を示唆している。 

・居宅介護支援事業所・ケアセンターではホスピス・緩和ケア、不安・精神的苦痛、コミュ

ニケーション、グリーフケアに関するニーズが高く、看取りの時期の支援ニーズの可能性が

ある。 

・市区町村の窓口・保健所・公共図書館では、医療機関の紹介や予防検診、健康教育を含め

た幅広い情報ニーズがある。 

・患者会・患者支援団体は、治療・検査・症状・在宅、ホスピス・緩和ケア、コミュニケー

ション・不安や精神的苦痛、患者会情報、グリーフケアなど幅広いニーズがある。 

 

3) がん診療連携活動のニーズ (図 4-4)  

 

Q3．以下のがん診療連携活動のうち、「ニーズ（必要性）を感じている」ものをすべて、

最も比重の高いものをひとつ選んでください。 

「がん診療連携活動でニーズを感じている」 

相談の説明・紹介 452 件（59.2%）、受診の説明 426 件（55.8%）、地域（市区町村）におけ

る情報交換・研修会への参加 400 件（52.4%）、地域（2次医療圏）における情報交換・研修

会への参加 285 件（37.4%）、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 279 件（36.6%）

と続いた。 
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図 4-2．相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの 
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図 4-3．施設ごとの情報ニーズ 
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の
紹
介

が
ん
予
防
・
検
診

在
宅
医
療

ホ
ス
ピ
ス
・
緩
和
ケ
ア

食
事
・
服
薬
・
入
浴
・
運
動
・
外
出
な
ど

介
護
・
看
護
・
養
育

社
会
生
活
（
仕
事
・
就
労
・
学
業
）

医
療
費
・
生
活
費
・
社
会
保
障
制
度

補
完
代
替
療
法

生
き
が
い
・
価
値
観

不
安
・
精
神
的
苦
痛

告
知

医
療
者
と
の
関
係
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
ショ
ン

患
者
－
家
族
間
の
関
係
・

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

友
人
・
知
人
・
職
場
の
人
間
関
係
・

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

患
者
会
・
家
族
会
（
ピ
ア
情
報
）

健
康
教
育
（
が
ん
教
育
）

遺
伝
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

ス
タ
ッ
フ
の
気
持
ち
の
整
理

（
ス
ト
レ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

グ
リ
ー
フ
ケ
ア
・
遺
族
ケ
ア

苦
情
・
ト
ラ
ブ
ル

無
回
答

【総数】 702 65 2 33 13 5 5 6 4 30 39 104 55 14 16 13 50 1 33 58 16 53 41 2 9 7 2 1 6 1 18
病院（がん診
療連携拠点病
院）

50 20% 0% 6% 2% 0% 0% 0% 0% 0% 0%12% 6% 0% 0% 8% 8% 0% 2%22% 2% 8% 2% 0% 2% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

その他の病院 65 15% 0% 2% 0% 0% 0% 0% 2% 6% 2%15%12% 0% 3% 2% 9% 0% 5% 8% 3% 6% 8% 0% 0% 0% 0% 2% 0% 0% 2%
診療所（在宅
あり） 106 12% 2% 1% 6% 3% 2% 0% 0% 5% 5%15%11% 0% 2% 1% 7% 0% 6% 2% 3% 8% 7% 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 4%
診療所（在宅
なし） 22 18% 0% 0% 0% 5% 5% 5% 9%14% 0% 0% 5% 5% 0% 0% 9% 0% 0% 9% 5% 5% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 9%
地域包括支援
センター 47 4% 0% 2% 0% 0% 0% 4% 0% 0% 4%32% 6% 9% 6% 0% 2% 0% 4% 4% 2% 9% 6% 0% 0% 2% 0% 0% 0% 0% 2%
訪問看護事業
所 83 1% 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 4% 2%23%11% 0% 0% 2% 8% 0% 6%10% 5%10% 8% 0% 0% 0% 1% 0% 1% 1% 4%
訪問介護事業
所 2 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
居宅介護支援
事業所・ケア
センター

124 2% 0% 6% 1% 1% 0% 2% 1% 3% 0%12%10% 3% 4% 1% 8% 0%10%10% 2%10% 8% 0% 0% 0% 0% 0% 2% 0% 3%

保険薬局 91 14% 0%16% 3% 0% 1% 1% 0% 2% 5%12% 5% 3% 2% 0% 5% 1% 3% 8% 2% 7% 4% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 1%
市区町村の窓
口 35 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%17%31%17% 0% 0% 0% 3% 9% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 0% 6% 6% 0% 0% 0% 0% 6%

保健所 27 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 4%19%22% 4% 0% 0% 7% 4% 0% 0%15% 0%11% 0% 0%11% 4% 0% 0% 0% 0% 0%

公共図書館 19 32% 0% 5% 0% 0% 0% 0% 0% 5%37% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 5% 0% 5% 0%11% 0% 0% 0% 0% 0%
患者会・患者
支援団体 28 4% 0%11% 0% 0% 4% 0% 0% 4% 4% 0% 0% 7% 0% 4%14% 0% 4%14% 0% 4%11% 4% 7% 0% 4% 0% 4% 0% 0%

その他 3 33% 0% 0%33% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%33% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じているもの

30%̃              20̃29%          10̃19%          6̃9%             ̃5%
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図 4-4．がん診療連携活動でニーズを感じているもの 
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「がん診療連携活動で最もニーズを感じている」 

相談の説明・紹介 24.8%、地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加 17.9%、

受診の説明 17.4%、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11.6%、地域（2次医療圏）

における情報交換・研修会への参加 9.9%、地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

6.9%、都道府県における情報交換・研修会への参加 6.8%という結果であった。 

 

4) がん患者と家族向けの支援と情報提供の体制 （図 4-5） 

 

Q4-1-1．貴施設・部署において、がん患者さんとご家族の支援と情報提供に対応してい

る人（以下、スタッフ）は全部で何人ですか。 

Q4-1-2．スタッフのうち、専門職種の人数を職種ごとにお答えください。 

Q4-1-3．スタッフのうち、患者・家族・遺族の立場で対応している人は何人ですか。 

 

施設により差異はあるが、看護師・保健師、社会福祉士、精神保健福祉士、事務員を多く

の施設で配置し対応を行っていた。患者・家族・遺族の立場で対応しているスタッフが配置

されている施設は全体の 10 から 13%程度みられた。 

患者・家族・遺族の立場で対応しているスタッフのいる施設が 195 施設（25.6%）、いない

施設が 478 施設（62.6%）であった。診療所（在宅有）、訪問看護事業所、居宅介護支援事業

所・ケアセンター、患者支援団体では、患者・家族・遺族の立場で対応しているスタッフが、

病院（拠点病院・一般病院）に比べ多い傾向にあった。年齢構成に加え、当事者の視点を明

確にした上での支援がなされている可能性が示唆される。 

 

図 4-5．がん患者と家族の支援と情報提供対応職員 

 



26 
 

 

 

 

 

Q4-2．がん患者さんとご家族の相談支援と情報提供を行う窓口は一本化されていますか。 

Q4-3．貴施設・部署において、がん患者さんとご家族の相談支援と情報提供について、昨年

１年間（2016 年１月～12月）で何件対応しましたか。 

 

相談支援と情報提供を行う窓口が一本化されている施設が 384 施設（50.4%）、目的に応じ



27 
 

て複数の窓口がある施設が 94 施設（12.3%）あり、多くの施設で窓口の整備がなされてい

た。一方で、相談支援と情報提供の対応件数は 0 件が 236 施設（30.9%）1～9 件 235 施設

（30.8%）と多くの施設は対応していないか、あっても件数が少なかった、100 件以上の施

設が 74 施設（9.7%）あった。 

 

図 4-6．相談支援と情報提供を行う窓口の状況 
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Q4-4．がんに関する参考図書を設置していますか。 

Q4-5．がんに関する参考冊子を設置していますか。 

Q4-6．相談支援と情報提供の活動について、利用者から認知されていますか。 

Q4-7．相談支援と情報提供の活動について、マニュアルとしてまとめていますか。 

Q4-8．相談支援と情報提供の活動について、定期的に検討会を実施していますか。 

 

がんに関連する図書の設置状況は、50冊以上の図書を設置している施設が36施設（4.7%）

あった一方で、設置していない施設は 458 施設（60%）であり、相談支援と情報提供の活動

の認知については、ある程度認知されている 152 施設（19.9%）、あまり認知されていない

258 施設（33.8%）、まったく認知されていない 112 施設（14.7%）と、相談機能の認知が進

んでいない結果であった。相談支援と情報提供活動がマニュアルとして整備されている施

設は 94 施設（12.3%）、整備されていない施設が 608 施設（79.7%）であった、相談支援と情

報提供に関する検討会を行っている施設が、週 1回以上 34施設（4.5%）、月 1回以上 56施

設（7.3%）、月 1 回未満 90 施設（11.8%）あり、一方で、検討会を行っていない施設が 535

施設（70.1%）と大半であった。 
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図 4-7．相談支援と情報提供の体制整備 
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Q4-9．国立がん研究センターがん対策情報センターが実施したがん相談支援センター相談

員基礎研修を受講したスタッフがいますか。 

Q4-10．がんのピアサポート研修プログラムを受講したスタッフがいますか。 

Q4-11．がんの相談支援と情報提供に関する研修会・学術集会・研究会に参加したスタッ

フがいますか。 

Q4-12．日本癌治療学会「認定がん医療ネットワークナビゲーター」の研修会や e-

learning を受講したスタッフがいますか。 

Q4-13．日本癌治療学会「認定がん医療ネットワークナビゲーター」*のナビゲーター資格を

取得したスタッフがいますか。 

 

研修や教育実績については、がん相談支援センター相談員基礎研修を受講したスタッフ

がいる施設が 77 施設（10.1%）、いない施設が 622 施設（81.5%）、がんのピアサポート研修

プログラムを受講したスタッフがいる施設が 62施設（8.1%）、いない施設が 631 施設（82.7%）、

何らかのがんの相談支援と情報提供に関する研修会・学術集会・研究会に参加したスタッフ

のいる施設が 195 施設（25.6%）、いない施設が 478 施設（62.6%）であった。日本癌治療学

会認定がん医療ネットワークナビゲーターの研修会や e-learning 受講スタッフがいる 53

施設（6.9%）、いない施設が 469 施設（61.5%）であり、この事業を「わからない」とした回

答が 164 施設（21.5%）あった。「認定がん医療ネットワークナビゲーター」のナビゲーター

94
（12.3%）

608
（79.7%）

38
（5.0%）

23
（3.0%）

相談支援と情報提供の活動マニュアル

まとめている まとめていない わからない 無回答

34
（4.5%）
56
（7.3%）

90
（11.8%）

535
（70.1%）

25
（3.3%）

23
（3.0%）

相談支援と情報提供の活動に関する検討会の実施

毎週１回以上

毎月１回以上

月１回未満

実施していない

わからない

無回答

n=763

n=763
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資格を有するスタッフがいる施設が 17施設（2.2%）いない施設が 526 施設（68.9%）、この

事業を「わからない」とした施設が 152 施設（19.9%）あった。 

 

図 4-8．相談支援と情報提供の研修参加状況 
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5) 相談対応件数による特性分析  （図 4-9） 

がんに関する相談内容においては、専門的な診断や治療に関する情報、臨床試験・先進医

療など先進的な治療に関する情報や、高度急性期医療など基幹施設に求められる機能に関

する役割に応じたニーズが存在すると考えられる。 

相談件数 30 件以上と 30 件以下の施設のニーズの違いをロジスティック回帰分析によっ

て分析した。 

相談ニーズに関しては、相談件数が多い施設ほど、 

・「不安・精神的苦痛」「グリーフケア」の相談ニーズが高い 

・「補完代替療法」「転院」「患者会・家族会（ピア情報）」相談ニーズが高い傾向 

一方、相談件数が少ない施設で 

・「健康教育（がん教育）」相談ニーズが高い 

・「苦情・トラブル」相談ニーズが高い傾向 

さらに相談件数の多い施設（30 件／年以上） 

・「不安・精神的苦痛」「患者会・家族会（ピア情報）」「社会生活（仕事・就労・学業）」「転

院」の相談ニーズが高い 

・「補完代替療法」「がんの治療」「グリーフケア」高い傾向 

相談件数が 30件未満の施設で 

・「生きがい・価値観」「健康教育（がん教育）」ニーズが高い 

・「セカンドオピニオン」「苦情・トラブル」ニーズが高い傾向 

連携ニーズに関しては、 

相談件数が多いほど、 

「相談の説明・紹介」「都道府県における情報交換・研修会」のニーズが高い 

相談件数が 30件未満の施設で 

「地域連携クリティカルパスの説明・運用支援」のニーズが高い傾向 

という結果であった。 

 

6) 施設属性による特性分析 (図 4-10) 

1）病院における特性分析 

がんに関する相談と連携ニーズにおいては、医療機関の機能に応じたニーズがあると考

えられる。病院と病院以外の医療機関（在宅・訪問看護事業所・介護事業所・調剤薬局）の

施設のニーズの違いをロジスティック回帰分析によって分析した。 

相談ニーズについて、病院では 

・「転院」「患者会・家族会（ピア情報）」の相談ニーズが高い 

・「補完代替療法」「がん治療」「社会生活（仕事・就労・学業）」「苦情・トラブル」の相談

ニーズが高い傾向にあった 
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連携ニーズ（相談30件以上vs以下）

ロジスティック回帰分析

Exp(B) 下限 上限 有意確率
連携_１）受診の説明・紹介 0.832 0.375 1.848 0.652
連携_２）相談の説明・紹介 2.511 1.076 5.86 0.033
連携_３）地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 0.614 0.344 1.097 0.1
連携_４）地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加 0.895 0.482 1.659 0.724
連携_５）地域（市区町村）における情報交換・研修会への
参加

1.255 0.644 2.448 0.505

連携_６）地域（2次医療圏）における情報交換・研修会への
参加

1.689 0.904 3.156 0.101

連携_７）都道府県における情報交換・研修会への参加 2.259 1.185 4.304 0.013
連携_８）(広域都道府県を超える）における情報交換・研修
会への参加

1.632 0.819 3.251 0.164

30件以上で有意に高い

図 4-9．相談対応件数による特性分析 

 

 

  

相談ニーズ（相談30件以上vs以下）
Exp(B) 下限 上限 有意確率

ニーズ_１）がんの治療 1.824 0.789 4.215 0.16
ニーズ_２）がんの検査 0.662 0.319 1.373 0.268
ニーズ_３）症状・副作用・後遺症 1.249 0.575 2.715 0.574
ニーズ_４）セカンドオピニオン 0.564 0.285 1.116 0.1
ニーズ_５）治療実績 1.17 0.595 2.302 0.649
ニーズ_６）臨床試験・先進医療 1.311 0.65 2.644 0.449
ニーズ_７）受診方法・入院 1.014 0.512 2.007 0.969
ニーズ_８）転院 2.179 1.145 4.144 0.018
ニーズ_９）医療機関の紹介 0.788 0.405 1.533 0.484
ニーズ_10）がん予防・検診 0.892 0.468 1.697 0.727
ニーズ_11）在宅医療 1.678 0.713 3.946 0.236
ニーズ_12）ホスピス・緩和ケア 1.417 0.593 3.383 0.433
ニーズ_13）食事・服薬・入浴・運動・外出など 0.685 0.348 1.35 0.275
ニーズ_14）介護・看護・養育 0.984 0.478 2.023 0.964
ニーズ_15）社会生活（仕事・就労・学業） 2.92 1.496 5.699 0.002
ニーズ_16）医療費・生活費・社会保障制度 0.795 0.356 1.774 0.575
ニーズ_17）補完代替療法 1.962 0.949 4.057 0.069
ニーズ_18）生きがい・価値観 0.4 0.2 0.8 0.01
ニーズ_19）不安・精神的苦痛 3.477 1.484 8.146 0.004
ニーズ_20）告知 0.836 0.435 1.604 0.589
ニーズ_21）医療者との関係・コミュニケーション 1.114 0.483 2.571 0.8
ニーズ_22）患者-家族間の関係・コミュニケーション 1.204 0.53 2.738 0.658
ニーズ_23）友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション 1.244 0.626 2.474 0.533
ニーズ_24）患者会・家族会（ピア情報） 2.456 1.284 4.697 0.007
ニーズ_25）健康教育（がん教育） 0.408 0.207 0.805 0.01
ニーズ_26）遺伝カウンセリング 1.172 0.511 2.685 0.708
ニーズ_27）スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント） 0.878 0.46 1.673 0.692
ニーズ_28）グリーフケア・遺族ケア 1.437 0.75 2.752 0.274
ニーズ_29）苦情・トラブル 0.639 0.335 1.22 0.175

ロジスティック回帰分析
30件以上で有意に高い 30件以下で有意に高い
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一方、病院以外の在宅・訪問看護・介護・薬局においては 

・「健康教育（がん教育）」「食事・服薬・入浴・運動・外出など」の相談ニーズが高い 

・「受診方法・入院」「がん予防・検診」「症状・副作用・後遺症」「生きがい・価値観」「ス

タッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）」の相談ニーズが高い傾向であった。 

連携ニーズについて、 

病院では、 

「２次医療圏」「都道府県」を超える情報交換・研修会のニーズが高いという結果であり、

ある程度広域の施設との連携を志向していると考えられた。 

 

2）調剤薬局における特性分析 

調剤薬局における情報ニーズについて、ロジスティック回帰分析を行ったところ、 

・「セカンドオピニオン」「がんの検査」の相談ニーズが高い 

・「食事・服薬・入浴・運動・外出など」「健康教育（がん教育）」のニーズがやや高い傾向

にあった。 

一方薬局以外における医療機関においては、 

・「介護・看護・養育」「患者会・家族会（ピア情報）」「告知」「グリーフケア・遺族ケア」

の相談ニーズが高い 

・「ホスピス・緩和ケア」「医療機関の紹介」「受診方法・入院」の相談ニーズが高い結果で

あった。 

また、連携ニーズについては、 

・「地域連携クリティカルパスの説明・運用支援」「地域（学区域程度）の情報交換・研修会

への参加」のニーズが高いという結果であり、調剤薬局が地域（学区域程度）における連携

を志向していると考えられた。 

 

7) モデル地域における特性分析 

全国平均との比較で特徴的なものをまとめた。 

 

［1．群馬］（図 4-11-1） 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示された 

がんの検査、症状・副作用・後遺症、セカンドピニオン、臨床試験・先進医療、医療機関の

紹介、がん予防・検診、在宅医療、ホスピス・緩和ケア、介護・看護・養育、医療費・生活

費・社会保障制度、生きがい・価値観、不安・精神的苦痛、告知、患者-家族間の関係・コ

ミュニケーション、職場の人間関係・コミュニケーション、患者会・家族会（ピア情報）、

健康教育（がん教育）、気持ちの整理（ストレスマネジメント）、グリーフケア（遺族ケア）、

苦情・トラブル 
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連携ニーズ（病院と在宅・訪看・介護・薬局）

Exp(B) 下限 上限
有意確
率

連携_１）受診の説明・紹介 0.893 0.436 1.829 0.757
連携_２）相談の説明・紹介 2.852 1.34 6.069 0.007
連携_３）地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 1.052 0.611 1.81 0.856
連携_４）地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参
加

0.835 0.456 1.527 0.557

連携_５）地域（市区町村）における情報交換・研修会へ
の参加

0.739 0.397 1.375 0.34

連携_６）地域（2次医療圏）における情報交換・研修会
への参加

2.323 1.297 4.162 0.005

連携_７）都道府県における情報交換・研修会への参加 2.25 1.212 4.179 0.01
連携_８）(広域都道府県を超える）における情報交換・
研修会への参加

1.424 0.722 2.809 0.308

ロジスティック回帰分析
病院で有意に高い

図 4-10．施設属性による特性分析 

 

 

  

相談ニーズ（病院と在宅・訪看・介護・薬局）
Exp(B) 下限 上限 有意確率

ニーズ_１）がんの治療 1.738 0.807 3.743 0.158
ニーズ_２）がんの検査 1.166 0.596 2.282 0.654
ニーズ_３）症状・副作用・後遺症 0.562 0.277 1.138 0.109
ニーズ_４）セカンドオピニオン 0.919 0.49 1.723 0.793
ニーズ_５）治療実績 1.137 0.588 2.198 0.704
ニーズ_６）臨床試験・先進医療 1.178 0.597 2.324 0.636
ニーズ_７）受診方法・入院 0.536 0.275 1.042 0.066
ニーズ_８）転院 3.788 1.984 7.234 0
ニーズ_９）医療機関の紹介 0.768 0.414 1.426 0.403
ニーズ_10）がん予防・検診 0.576 0.304 1.092 0.091
ニーズ_11）在宅医療 0.918 0.458 1.841 0.809
ニーズ_12）ホスピス・緩和ケア 1.595 0.754 3.374 0.222
ニーズ_13）食事・服薬・入浴・運動・外出など 0.329 0.175 0.619 0.001
ニーズ_14）介護・看護・養育 1.406 0.74 2.671 0.298
ニーズ_15）社会生活（仕事・就労・学業） 1.771 0.945 3.322 0.075
ニーズ_16）医療費・生活費・社会保障制度 1.189 0.59 2.393 0.628
ニーズ_17）補完代替療法 1.907 0.92 3.953 0.083
ニーズ_18）生きがい・価値観 0.59 0.307 1.134 0.114
ニーズ_19）不安・精神的苦痛 1.583 0.773 3.244 0.21
ニーズ_20）告知 1.236 0.678 2.253 0.488
ニーズ_21）医療者との関係・コミュニケーション 1.11 0.539 2.286 0.777
ニーズ_22）患者-家族間の関係・コミュニケーション 1.111 0.551 2.24 0.769
ニーズ_23）友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション 0.8 0.413 1.548 0.508
ニーズ_24）患者会・家族会（ピア情報） 2.046 1.124 3.723 0.019
ニーズ_25）健康教育（がん教育） 0.307 0.152 0.621 0.001
ニーズ_26）遺伝カウンセリング 0.608 0.256 1.444 0.259
ニーズ_27）スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント） 0.636 0.34 1.191 0.157
ニーズ_28）グリーフケア・遺族ケア 1.297 0.702 2.397 0.406
ニーズ_29）苦情・トラブル 1.505 0.806 2.811 0.199

ロジスティック回帰分析
病院で有意に高い 在宅・訪看・介護・薬局で有意に高い
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・全国と比べて、全般的にニーズが少ない傾向にあった（介護事業所を主体とした調査のた

めか） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、症状・後遺症・副作用 

●がん診療連携活動でニーズを感じているもの 

・群馬で、全国と比較して高いと感じているニーズとして特徴的なものはみられない 

・診療・相談に関する連携活動、市区町村域での連携ニーズが高い 

・最も高いとするニーズとして、全国に比べて、地域連携クリティカルパスの説明・運用支

援が挙げられていた（17.9%、＋2.9%) 

 

［2．東京］（図 4-11-2） 

・回答数が 28と比較的少なめのため、解釈に留意が必要 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が高く提示された 

がんの検査、治療実績、臨床試験・先進医療、食事・服薬・入浴・運動・外出など、医療者

との関係・コミュニケーション、患者-家族間の関係・コミュニケーション、職場の人間関

係・コミュニケーション、健康教育（がん教育）、遺伝カウンセリング、気持ちの整理（ス

トレスマネジメント）、グリーフケア（遺族ケア） 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示された 

がんの治療、在宅医療、転院 

・全国と比べて、先進的な医療へのニーズが高め（相談窓口として実動の可能性） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、介護・看護・養育、患者-家族間の関係・コミ

ュニケーション 

●がん診療連携活動でニーズを感じているもの 

・東京で、全国と比較して高いと感じているニーズとして 

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加 

・都道府県、広域における情報交換・研修会への参加も高く、機能分化・役割分担を反映し

ている可能性 

・最も高いとするニーズとして、相談の説明・紹介（28.6%、＋3.8%) 

 

 

［3．神奈川（相模原）］（図 4-11-3） 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示された 

がんの治療、治療実績、がん予防・検診、在宅医療、ホスピス・緩和ケア、社会生活（仕

事・就労・学業）、医療費・生活費・社会保障制度、補完代替療法、生きがい・価値観、

不安・精神的苦痛、告知、医療者との関係・コミュニケーション、患者-家族間の関係・ 
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27.9

40.5
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5.4

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
治療実績

臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観
不安・精神的苦痛

告知
医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル

この中にニーズを感じているものはない
無回答

相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの

50.4
41.3

49.6
34.7

17.4
14.9

33.1
28.1

43.8
24

58.7
56.2

43
42.1

34.7
52.1

10.7
35.5

51.2
36.4

54.5
47.1

22.3
32.2
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9.9

19.8
33.9
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7.4
6.6
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群馬
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がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
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臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法
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不安・精神的苦痛
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医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル
無回答

相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じているもの
n=702
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8.7
1

0
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1

0
1
1
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図 4-11-1．群馬県における情報ニーズと連携ニーズ（全国平均との比較） 

（各棒グラフで上バーは全国平均、下バーは各県のデータを表す） 
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55.8

59.2

36.6

32.9

52.4

37.4

32.4

18.3

10.6

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

この中にニーズを感じているものはない

無回答

がん診療連携活動でニーズを感じているもの(n=763)

55.4

56.2

35.5

19

50.4

34.7

31.4

11.6

10.7

6.6
群馬

群馬 121

17.4

24.8
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受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加
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都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

無回答

がん診療連携活動で最もニーズを感じているもの(n=649)

19

22

15

6

15

11

8

2

2
群馬
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図 4-11-2．東京都における情報ニーズと連携ニーズ（全国平均との比較） 

（各棒グラフで上バーは全国平均、下バーは各県のデータを表す） 
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無回答

がん診療連携活動でニーズを感じているもの(n=763)

39.3

42.9

21.4

46.4

53.6

42.9

46.4

32.1

25

0

東京 28

東京
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図 4-11-3．神奈川県における情報ニーズと連携ニーズ（全国平均との比較） 

（各棒グラフで上バーは全国平均、下バーは各県のデータを表す） 
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37.9

26.5
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27.9

40.5

26.5

5.4

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
治療実績

臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観
不安・精神的苦痛

告知
医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル

この中にニーズを感じているものはない
無回答

相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの
神奈川 150

48.7

43.3

53.3

42.7

16.7

17.3

42.7

31.3

48.7

24.7

58

59.3

41.3

48

26.7

50.7

9.3

36

55.3

34

50

48

19.3

24.7

20.7

6.7

22.7

32.7

20.7

8.7

3.3

神奈川

9.3

0.3

4.7

1.9

0.7

0.7

0.9

0.6

4.3

5.6

14.8

7.8

2

2.3

1.9

7.1

0.1

4.7

8.3

2.3

7.5

5.8

0.3

1.3

1

0.3

0.1

0.9

0.1

2.6

0 2 4 6 8 10 12 14 16

がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
治療実績

臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観
不安・精神的苦痛

告知
医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル
無回答

相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じているもの
n=702

9.1

0

5.3

3

1.5

0.8

2.3

0.8

6.1

3

11.4

9.1

2.3

0.8

0

9.1

0.8

5.3

9.1

0.8

9.1

4.5

0

0

0

0

0

1.5

0
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補完代替療法 

補完代替療法 
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17.4

24.8

11.6

6.9

17.9

9.9

6.8

2.6

2.2

0 5 10 15 20 25 30

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

無回答

がん診療連携活動で最もニーズを感じているもの(n=649)

22.5

24.2

10.8

12.5

15.8

6.7

4.2

0

3.3
神奈川

55.8

59.2

36.6

32.9

52.4

37.4

32.4

18.3

10.6

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

この中にニーズを感じているものはない

無回答

がん診療連携活動でニーズを感じているもの(n=763)

52.7

58

31.3

36

48

24

16.7

11.3

15.3

4.7

神奈川 150

神奈川
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コミュニケーション、職場の人間関係・コミュニケーション、患者会・家族会（ピア情

報）、健康教育（がん教育）、気持ちの整理（ストレスマネジメント）、グリーフケア（遺

族ケア）、苦情・トラブル 

・全国と比べて、全般的にニーズが少ない？？（介護事業所を主体とした調査のため？） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、がんの治療、ホスピス・緩和ケア、医療費・生

活費・社会保障制度、不安・精神的苦痛、医療者との関係・コミュニケーション 

●がん診療連携活動でニーズを感じているもの 

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加 

市区町村域、2次医療圏、都道府県域における情報交換・研修会への参加ニーズは

やや低く、機能分化・役割分担を反映している可能性 

・最も高いとするニーズとして、相談の説明・紹介（24.2%) 

 

 

［4．福岡］（図 4-11-4） 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

福岡で多いと感じているニーズは臨床試験・先進医療、がん予防・検診、介護・看

護・養育、生きがい・価値観、患者会・家族会（ピア情報）、健康教育（がん教育）、

グリーフケア・遺族ケア 

・特徴的な項目は、補完代替療法（17.6％、＋3.2%）、遺伝カウンセリング（12.2%、

＋3.2％） 

・福岡で最も多いと感じているニーズは、がんの治療、在宅医療 

・全国と比べて、症状・副作用・後遺症、医療費・生活費・社会保障制度のニーズの

表明は少ない 

●がん診療連携活動でニーズを感じているもの 

・福岡で、全国と比較して高いと感じているニーズとして特徴的なものはみられない 

・最も高いとするニーズとして、全国に比べて、市区町村域での情報交換会・連携の

会への参加が挙げられていた（22.7%、＋4.8%) 

 

 

［5．熊本］（図 4-11-5） 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・熊本で多いと感じているニーズはがんの治療、がんの検査、症状・副作用・後遺症、セカ

ンドオピニオン、治療実績、在宅医療、ホスピス・緩和ケア、医療費・生活費・社会保障制

度、不安・精神的苦痛、告知、医療者との関係・コミュニケーション、患者-家族間の関係・

コミュニケーション 
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図 4-11-4．福岡県における情報ニーズと連携ニーズ（全国平均との比較） 

（各棒グラフで上バーは全国平均、下バーは各県のデータを表す） 
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26.5

9
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40.5

26.5

5.4

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
治療実績

臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観
不安・精神的苦痛

告知
医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル

この中にニーズを感じているものはない
無回答

相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの

54.5

45.9

57.7

45.5

23.9

28.4

47.3

34.7

51.4

42.8

70.3

70.3

45.9

53.6

44.1

65.3

17.6

49.1

61.7

41.9

58.1

53.6

32

45.9

33.3

12.2

31.1

45.5

28.8

3.6

0.9

福岡 222

福岡

9.3

0.3

4.7

1.9

0.7

0.7

0.9

0.6

4.3

5.6

14.8

7.8

2

2.3

1.9

7.1

0.1

4.7

8.3

2.3

7.5

5.8

0.3

1.3

1

0.3

0.1

0.9

0.1

2.6

0 2 4 6 8 10 12 14 16

がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
治療実績

臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観
不安・精神的苦痛

告知
医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル
無回答

相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じているもの
n=702

11.3
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0.5

0.9
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9.4
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8
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0.5

0
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福岡

補完代替療法 

補完代替療法 
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55.8

59.2

36.6

32.9

52.4

37.4

32.4

18.3

10.6

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

この中にニーズを感じているものはない

無回答

がん診療連携活動でニーズを感じているもの(n=763)

55

59.5

34.7

31.5

54.1

40.1

36

19.8

8.6

4.1

福岡

福岡 222

17.4

24.8

11.6

6.9

17.9

9.9

6.8

2.6

2.2

0 5 10 15 20 25 30

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

無回答

がん診療連携活動で最もニーズを感じているもの(n=649)

16.5

24.7

9.8

5.7

22.7

11.3

5.7

2.6

1

福岡
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図 4-11-5．熊本県における情報ニーズと連携ニーズ（全国平均との比較） 

（各棒グラフで上バーは全国平均、下バーは各県のデータを表す） 
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スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル

この中にニーズを感じているものはない
無回答

相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの
熊本193

65.4

52.9

62.8

50.3

28.3

20.4

40.8

34

53.9

40.8

73.3

73.3

45.5

47.6

38.7

66.5

17.3
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スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
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苦情・トラブル
無回答
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17.4

24.8

11.6

6.9

17.9

9.9

6.8

2.6

2.2

0 5 10 15 20 25 30

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

無回答

がん診療連携活動で最もニーズを感じているもの(n=649)

17.3

25

14.3

5.4

15.5

10.1

6.5

3.6

2.4

熊本

55.8

59.2

36.6

32.9

52.4

37.4

32.4

18.3

10.6

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

この中にニーズを感じているものはない

無回答

がん診療連携活動でニーズを感じているもの(n=763)

61.8

61.3

47.1

40.3

54.5

42.9

37.7

24.1

7.9

4.2

熊本193

熊本
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・特徴的な項目は、告知やコミュニケーション、セカンドオピニオン 

・全国と比べて、全般的にニーズが高めであった 

（ニーズが高い/ニーズを把握できている/可視化できている） 

●がん診療連携活動でニーズを感じているもの 

・熊本で、全国と比較してがん診療連携に関するニーズを高めに感じている 

・地域連携クリティカルパスの説明・運用支援（47.1％、+9.5%)、市区町村域での連携ニー

ズが高い 

・学区域程度、2次医療圏域、都道府県における連携ニーズも高めであった 

 

 

［6．大分］（図 4-11-6） 

・回答数が 51と少ないため、解釈に留意が必要 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が高く提示された 

医療機関の紹介、がん予防・検診、食事・服薬・入浴・運動・外出など、社会生活（仕事・

就労・学業）、医療費・生活費・社会保障制度、生きがい・価値観、告知、医療者との関係・

コミュニケーション、患者-家族間の関係・コミュニケーション、職場の人間関係・コミュ

ニケーション、患者会・家族会（ピア情報）、健康教育（がん教育）、気持ちの整理（ストレ

スマネジメント）、グリーフケア（遺族ケア）、苦情・トラブル 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示された 

がんの検査、臨床試験・先進医療 

・全国と比べて、全般的にニーズが高め（相談窓口として実動の可能性） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、生きがい・価値観 

●がん診療連携活動でニーズを感じているもの 

・大分で、全国と比較して高いと感じているニーズとして 

相談の説明・紹介、地域（2次医療圏）における情報交換・研修会への参加ニーズ 

・市区町村、2次医療圏、都道府県における情報交換・研修会への参加ニーズが全体に高め 

・最も高いとするニーズとして、全国に比べて、相談の説明・紹介、都道府県における情報

交換・研修会への参加が挙げられていた 

・連携を志向する施設が多かった可能性 
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図 4-11-6．大分県における情報ニーズと連携ニーズ（全国平均との比較） 

（各棒グラフで上バーは全国平均、下バーは各県のデータを表す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=763

55.2

46.4

57.1

44.6

22.5

21.1

42.2

32.1

51.1

36.4

66.3

66.3

45

48.5

38.4

61.1

14.4

43.8

60.8

42.9

59.2

54.5

28.8

37.9

26.5

9

27.9

40.5

26.5

5.4

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

がんの治療
がんの検査

症状・副作用・後遺症
セカンドオピニオン
治療実績

臨床試験・先進医療
受診方法・入院

転院
医療機関の紹介
がん予防・検診
在宅医療

ホスピス・緩和ケア
食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育
社会生活（仕事・就労・学業）
医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観
不安・精神的苦痛

告知
医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション
友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）
健康教育（がん教育）
遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）
グリーフケア・遺族ケア
苦情・トラブル

この中にニーズを感じているものはない
無回答

相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの

52.9

41.2

60.8

49

19.6

11.8

45.1

31.4

64.7

54.9

68.6

68.6

51

45.1

52.9

72.5

11.8

49

62.7

51

70.6

62.7

41.2

58.8

41.2

9.8

33.3

49

35.3

2

0

大分

大分 51

9.3
0.3

4.7
1.9

0.7
0.7

0.9
0.6

4.3
5.6

14.8
7.8

2
2.3

1.9
7.1

0.1
4.7

8.3
2.3

7.5
5.8

0.3
1.3

1
0.3

0.1
0.9

0.1
2.6

0 2 4 6 8 10 12 14 16

がんの治療

がんの検査

症状・副作用・後遺症

セカンドオピニオン

治療実績

臨床試験・先進医療

受診方法・入院

転院

医療機関の紹介

がん予防・検診

在宅医療

ホスピス・緩和ケア

食事・服薬・入浴・運動・外出など

介護・看護・養育

社会生活（仕事・就労・学業）

医療費・生活費・社会保障制度

補完代替療法

生きがい・価値観

不安・精神的苦痛

告知

医療者との関係・コミュニケーション

患者－家族間の関係・コミュニケーション

友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション

患者会・家族会（ピア情報）

健康教育（がん教育）

遺伝カウンセリング

スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）

グリーフケア・遺族ケア

苦情・トラブル

無回答

相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じているもの
n=702

大分

4

0

4

0

0

0

0

0

6

10

20

10

0

0

2

4

0

10

8

2

6

6

0

4

0

0

0

0

0

4

補完代替療法 

補完代替療法 
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55.8

59.2

36.6

32.9

52.4

37.4

32.4

18.3

10.6

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

この中にニーズを感じているものはない

無回答

がん診療連携活動でニーズを感じているもの(n=763)

56.9

70.6

31.4

27.5

54.9

47.1

37.3

19.6

7.8

2

大分 51

大分

17.4

24.8

11.6

6.9

17.9

9.9

6.8

2.6

2.2

0 5 10 15 20 25 30

受診の説明・紹介

相談の説明・紹介

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援

地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加

地域（２次医療圏）における情報交換・研修会への参加

都道府県における情報交換・研修会への参加

広域（都道府県を超える）における情報交換・研修会への参加

無回答

がん診療連携活動で最もニーズを感じているもの(n=649)

8.7

30.4

6.5

6.5

17.4

10.9

13

4.3

2.2

大分
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図 4-11. 調査依頼票（「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査」ご協力のお願い） 
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調査票（がん患者さんとご家族向け支援の実態調査） 
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 (3) がん患者さんとご家族向け支援の実態調査（2019 年聞き取り調査） 

 

 

＜調査対象＞ 

2017 年度に実施した「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査(アンケート調査)」に

協力（回答）いただいた研究先行地域、一都五県[福岡県、熊本県、群馬県、大分県（一部）、

東京都（一部）、神奈川県（一部）]の 793 施設のうち、参加同意が得られ（101 施設）、実

際に聞き取り調査に参加可能であった 79 施設。 

 

＜調査会場、調査日＞ 

  調査会場 調査日 

1 群馬会場（群馬大学医学系研究科基礎大学院講堂） 2018年 1月 19日 

2 神奈川会場（北里大学病院集団指導室） 2019年 1月 27日 

3 福岡会場（九州がんセンター講堂） 2019 年 2月 9日 

4 大分会場（別府医療センター大講堂） 2019年 2月 16日 

5 熊本会場（熊本大学医学部山崎記念館） 2019 年 3月 2日 

 

＜調査目的＞ 

2017 年度に実施した「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査(アンケート調査)」に

おける各施設の回答内容について、直接面談形式により、ニーズの主体を確認するなどの聞

き取りを通じて、がん患者・家族に対する支援や相談の実態、地域や施設に応じた特色ある

ニーズをより正確に把握し、実状に即した情報提供・相談支援の体制モデルの策定に資する。 
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＜調査項目＞ 

1) がん患者と家族との関わりのなかでの困りごと 

2) がん診療や医療サービスにおける相談支援や情報提供のニーズ 

3) がん診療連携活動のニーズ 

4) がん患者と家族向けの支援と情報提供の体制 

 

＜解析項目＞ 

5) アンケート調査と聞き取り調査の特性分析 

6) 相談対応件数による分析 

 

＜実施主体＞ 

厚生労働科学研究費（がん対策推進総合研究事業） 

生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方：地域ニー

ズの検証と活性化人材の育成と普及（研究代表者 九州がんセンター 藤 也寸志） 

 

******************************************************************************** 

 

1) がん患者と家族との関わりのなかでの困りごと 

 

Q1-1．がん患者さんとご家族との関わりのなかで、困っていることや苦労していることは

ありますか。ご自由にお書きください。 

  

2017 年度アンケ―ト調査時の各項目に加え、下記項目が新たに追加された。 

・ 実施体制に関すること[地理的障壁、経済的支援、不均一な相談支援の質, 周知の不足

（情報発信の方法など）] 

・ 提供情報に関すること[地域ならびに広域、全国レベルの施設情報の不足、提供情報に対

する評価とフィードバックの不足、多彩多様な情報提供ニーズ、専門的知識の不足（医

師も含めて）、プライバシーに配慮した対応（相談者の背景不明、電話のみでの相談など）] 

・ 情報提供における連携に関すること（関係者間コミュニケーション、チーム医療体制の

不備・不足、治療情報や説明・告知情報の共有不足、緩和・在宅ケアへの理解不足、専

門的知識/技術の凹凸など）、 

・ 経済的課題（医療費負担、生活費、家族の負担、保険の適応、就労など） 

・ 高齢者、認知症、単身者、独居、精神疾患（病状理解、意思決定、ご遺体の引き取りや財

産管理、医療費の支払いなど） 

・ Advanced Care Planning の不備 

・ 家庭内の問題に関する相談 
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・ グリーフケア 

・ 民間療法 

・ 受診、介護サービスの拒否 

・ 若い世代、ＡＹＡ世代、がん患者を親に持つ子供たちの相談支援 

・ 生きがいの維持（ペットなど） 

・ 地域性・風土 

 

79 施設すべてから回答があった。 

 

Q1-2．貴施設・部署において、別の施設や部署に紹介したり、専門の窓口に案内したりす

るときに、困っていることや苦労していることはありますか。ご自由にお書きください。 

 

2017 年度アンケ―ト調査時の各項目に加え、下記項目が新たに追加された。 

・ 連携体制に関すること（緊急時対応、クリティカルパスの機能不全、関係者間のコミュ

ニケーション、チーム医療体制の不備、アドバンス・ケア・プランニング (ACP) の不備、

緩和・在宅ケアへの理解不足、行政、学校、関連施設等との連携・協力など） 

・ 患者の病状管理（腹水や疼痛管理、症状コントロールの施設間格差など） 

・ 経済的課題（医療費負担、生活費、家族の負担、保険の適応、就労など） 

・ 高齢者、認知症、単身者、独居、精神疾患（病状理解、意思決定、ご遺体の引き取りや財

産管理、医療費の支払いなど） 

・ グリーフケア 

・ 地域格差（医療関連施設、相談窓口、情報、相談技術の質の面など） 

・ 実施体制に関すること（受入れ施設がない、場所・時間の確保、人手不足、地理的障壁、

経済的支援など） 

・ 専門的知識・理解の不足（医師） 

・ 家庭内の問題（ＤＶ含む） 

 

79 施設すべてから回答があった。 

 

2) がん診療や医療サービスにおける相談支援や情報提供のニーズ 

 

Q2．以下のがん診療や医療サービスのうち、相談支援や情報提供を実施するにあたって

「ニーズ（必要性）を感じている」ものをすべて、最も比重の高いものをひとつ選んでく

ださい。 

 

2017 年度のインタビュー調査では、回答された「感じているニーズ」について、患者・家
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族から実際に相談を受けたものなのか、施設担当者が感じているニーズなのか、が曖昧であ

ったため、両者を明確に分けて聞き取りを行った。 

 

「相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの」（図 4-12） 

 

1. 患者・家族が感じているニーズ 

医療費・生活費・社会保障制度 66件（83.5％）、症状・副作用・後遺症 60件（75.9％）、

不安・精神的苦痛 57件（72.2％）、在宅医療 55件（69.6％）、医療者との関係・コミュニケ

ーション 53 件（67.1％）、ホスピス・緩和ケア 52件（65.8％）、がんの治療 50件（63.3％）、

社会生活（仕事・就労・学業）49件（62.0％）、患者-家族間の関係・コミュニケーション 49

件（62.0％）、セカンドオピニオン 46 件（58.2％）、介護・看護・養育 44件（55.7％）、食

事・服薬・入浴・運動・外出など 43件（54.4％）、患者会・家族会（ピア情報）43 件（54.4％）、

がんの検査41件（51.9％）、医療機関の紹介40件（50.6％）、生きがい・価値観40件（50.6％）、

告知 38 件（48.1％）、受診方法・入院 36件（45.6％）、グリーフケア・遺族ケア 36 件（45.6％）、

転院 32 件（40.5％）、がん予防・検診 29件（36.7％）、友人・知人・職場の人間関係・コミ

ュニケーション 29 件（36.7％）、苦情・トラブル 26 件（32.9％）、臨床試験・先進医療 25

件（31.6％）、補完代替療法 25件（31.6％）、治療実績 19 件（24.1％）、健康教育（がん教

育）18 件（22.8％）、スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）15 件（19.0％）、

遺伝カウンセリング 11件（13.9％）と続いた。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、同

インタビュー調査では、在宅医療 506 件（66.3％）、ホスピス・緩和ケア 506 件（66.3％）、

医療費・生活費・社会保障制度 466 件（61.1％）、不安・精神的苦痛 464 件（60.8％）、医療

者との関係・コミュニケーション 452 件（59.2％）であったのに対し、聞き取り調査では、

医療費・生活費・社会保障制度 66件（83.5％）、症状・副作用・後遺症 60件（75.9％）、不

安・精神的苦痛 57 件（72.2％）、在宅医療 55 件（69.6％）、医療者との関係・コミュニケー

ション 53件（67.1％）と、医療費・生活費・社会保障制度、症状・副作用・後遺症、在宅

医療を、ニーズとしてあげる回答が増加するなどの変化が見られた。 

 

2. 施設担当者が感じているニーズ 

医療者との関係・コミュニケーション 57 件（72.2％）、在宅医療 53 件（67.1％）、ホスピ

ス・緩和ケア 49 件（62.0％）、がんの治療 49 件（62.0％）、患者-家族間の関係・コミュニ

ケーション 49 件（62.0％）、医療費・生活費・社会保障制度 47 件（59.4％）、症状・副作

用・後遺症 47件（59.4％）、不安・精神的苦痛 42 件（53.2％）、医療機関の紹介 42件（53.2％）、

グリーフケア・遺族ケア 42 件（53.2％）、スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）

42 件（53.2％）、セカンドオピニオン 41件（51.9％）、社会生活（仕事・就労・学業）38 件

（48.1％）、患者会・家族会（ピア情報）38件（48.1％）、介護・看護・養育 37件（46.9％）、
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がんの検査 37 件（46.9％）、告知 37 件（46.9％）、食事・服薬・入浴・運動・外出など 36

件（45.6％）、生きがい・価値観 35件（44.3％）、受診方法・入院 33 件（41.8％）、転院 31

件（39.2％）、苦情・トラブル 30 件（38.0％）、健康教育（がん教育）30 件（38.0％）、友

人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション 29 件（36.7％）、臨床試験・先進医療 29

件（36.7％）、補完代替療法 27件（34.2％）、がん予防・検診 26件（32.9％）、治療実績 23

件（29.1％）、遺伝カウンセリング 15 件（19.0％）と続いた。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、同

インタビュー調査では、在宅医療 506 件（66.3％）、ホスピス・緩和ケア 506 件（66.3％）、

医療費・生活費・社会保障制度 466 件（61.1％）、不安・精神的苦痛 464 件（60.8％）、医療

者との関係・コミュニケーション 452 件（59.2％）であったのに対し、聞き取り調査では、

医療者との関係・コミュニケーション 57 件（72.2％）、在宅医療 53 件（67.1％）、ホスピ

ス・緩和ケア 49 件（62.0％）、がんの治療 49 件（62.0％）、患者-家族間の関係・コミュニ

ケーション 49件（62.0％）と、がんの治療、患者-家族間の関係・コミュニケーションを、

ニーズとしてあげる回答が増加するなどの変化が見られた。 

 

 

「相談支援や情報提供の実施で最もニーズを感じている」 

 

1. 患者・家族が感じているニーズ(1 項目のみの回答が困難である場合、複数回答を許す

9施設；該当するものの選択困難にて回答無し 5施設) 

がんの治療 13例（16.5％）、在宅医療 10例（12.7％）、医療費・生活費・社会保障制度 9

例（11.4％）、医療者との関係・コミュニケーション 8例（10.1％）、ホスピス・緩和ケア 6

例（7.6％）、症状・副作用・後遺症 6例（7.6％）、不安・精神的苦痛 6例（7.6％）、該当す

るものの選択困難 5例（6.3％）、生きがい・価値観 5例（6.3％）、患者-家族間の関係・コ

ミュニケーション 4 例（5.1％）、告知 3 例（3.8％）、社会生活（仕事・就労・学業）3 例

（3.8％）、食事・服薬・入浴・運動・外出など 2例（2.5％）、がん予防・検診 1例（1.3％）、

セカンドオピニオン 1 例（1.3％）、介護・看護・養育 1 例（1.3％）という結果であった。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、同

インタビュー調査では、在宅医療 14.8％、がんの治療 9.3％、不安・精神的苦痛 8.3％、

ホスピス・緩和ケア 7.8％、医療者との関係・コミュニケーション 7.5％であったのに対

し、聞き取り調査では、がんの治療 13例（16.5％）、在宅医療 10 例（12.7％）、医療費・生

活費・社会保障制度 9例（11.4％）、医療者との関係・コミュニケーション 8例（10.1％）、

ホスピス・緩和ケア 6例（7.6％）と、がんの治療、医療費・生活費・社会保障制度を、ニ

ーズとしてあげる回答が増加するなどの変化が見られた。 
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2. 施設担当者が感じているニーズ(1 項目のみの選択が困難で、複数回答 3 施設；該当項

目の選択困難で、回答無し 3施設) 

がんの治療 10例（12.7％）、医療者との関係・コミュニケーション 10例（12.7％）、在宅

医療 9例（11.4％）、不安・精神的苦痛 9例（11.4％）、医療費・生活費・社会保障制度 6例

（7.6％）、生きがい・価値観 6例（7.6％）、症状・副作用・後遺症 5例（6.3％）、ホスピス・

緩和ケア 4 例（5.1％）、告知 4 例（5.1％）、社会生活（仕事・就労・学業）4 例（5.1％）、 

非該当 3例（3.8％）、患者-家族間の関係・コミュニケーション 2例（2.5％）、介護・看護・

養育 2例（2.5％）、食事・服薬・入浴・運動・外出など 1例（1.3％）、がん予防・検診 1例

（1.3％）、スタッフの気持ちの整理（ストレスマネジメント）1例（1.3％）、セカンドオピ

ニオン 1例（1.3％）、臨床試験・先進医療 1例（1.3％）と続いた。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、同

インタビュー調査では、在宅医療 14.8％、がんの治療 9.3％、不安・精神的苦痛 8.3％、

ホスピス・緩和ケア 7.8％、医療者との関係・コミュニケーション 7.5％であったのに対

し、聞き取り調査では、がんの治療 10例（12.7％）、医療者との関係・コミュニケーション

10 例（12.7％）、在宅医療 9例（11.4％）、不安・精神的苦痛 9例（11.4％）、医療費・生活

費・社会保障制度 6例（7.6％）、生きがい・価値観 6例（7.6％）と、医療費・生活費・社

会保障制度を、ニーズとしてあげる回答が増加するなどの変化が見られた。 
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図 4-12. 相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの 
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施設ごとの情報ニーズの差異 （図 4-13） 

 

調査参加施設が計 79 施設に過ぎず、12に分類された施設属性の比較解析は統計学上、信

頼性に乏しい。あくまで参考として扱うが、回答を大まかにまとめると以下のごとくとなる。 

 

・ 相談、情報提供ニーズに関し、実際に患者・家族から受けた相談、情報提供ニーズと施

設担当者が感じるニーズとに大きな開きはうかがわれなかった。 

・ 相談ニーズは、がんの経過に応じて発生し、がん診療連携病院の相談支援センター以外

の、さまざまな専門性を有する関係者・施設でも幅広いニーズに対して積極的な対応が

求められている。 

・ 相談件数の多寡は別として、情報ニーズは幅広く、治療・検査・症状・セカンドオピニ

オン・紹介・在宅・緩和・社会保障制度・不安や精神的苦痛、患者会情報、グリーフケ

アなど多彩な相にわたっている。この傾向はほぼすべての施設で認められる。 

・ ただし、情報提供の実施で最もニーズを感じているものの解析では、施設属性、相談件

数の多寡、また施設の専門性により、相談ニーズが異なる可能性が示唆された。 

・ 聞き取り調査に参加した施設のなかで、公共図書館、市区町村の窓口では、担当施設、

部署の紹介業務が主であり、直接的な相談、情報提供を行うことはまれであった。 

・ 相談ニーズの地域差は、地域のがん医療体制、関連施設構成に依存する可能性がある。 

 

 

3) がん診療連携活動のニーズ 

 

Q3．以下のがん診療連携活動のうち、「ニーズ（必要性）を感じている」ものをすべて、

最も比重の高いものをひとつ選んでください。 

 

「がん診療連携活動でニーズを感じているもの」（図 4-14） 

 

1. 患者・家族が感じているニーズ 

相談の説明・紹介 47件（59.2%）、受診の説明 40 件（50.6%）、地域（市区町村）にお

ける情報交換・研修会への参加 33件（41.8%）、地域連携クリティカルパスの説明・運

用支援 31 件（39.2%）、地域（2 次医療圏）における情報交換・研修会への参加 29 件

（36.7%）、地域の学区域レベルの情報交換・研修会への参加 28件（35.4%）、都道府県

レベルの情報交換・研修会への参加 24件（30.8%）、都道府県を超える広域レベルの情

報交換・研修会への参加 16 件（20.3%）、項目中にニーズ（必要性）を感じているもの

はない 4件（5.1%）と続いた。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、 
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図 4-13．施設ごとの情報ニーズ 

 

施設ごとに上段，患者・家族の感じるニーズ；下段，施設担当者の感じるニーズ 
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（複数回答）
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施設ごと：上段，患者・家族の感じるニーズ；下段，施設担当者の感じるニーズ 
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相談の説明・紹介 452 件（59.2%）、受診の説明 426 件（55.8%）、地域（市区町村）に

おける情報交換・研修会への参加 400 件（52.4%）、地域（2次医療圏）における情報交

換・研修会への参加 285 件（37.4%）であったのに対し、聞き取り調査では、相談の説

明・紹介 47件（59.2%）、受診の説明 40件（50.6%）、地域（市区町村）における情報交

換・研修会への参加 33件（41.8%）、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 31件

（39.2%）、地域（2 次医療圏）における情報交換・研修会への参加 29 件（36.7%）と、

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援を、ニーズとしてあげる回答が増加するな

どの変化が見られた。 

 

2. 施設担当者が感じているニーズ 

地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加 55 件（69.6%）、地域連携クリ

ティカルパスの説明・運用支援 42件（53.2%）、地域（2次医療圏）における情報交換・

研修会への参加 41 件（51.9%）、受診の説明 40 件（50.6%）、都道府県レベルの情報交

換・研修会への参加 38 件（48.1%）、地域の学区域レベルの情報交換・研修会への参加

34 件（43.0%）、相談の説明・紹介 33件（41.8%）、都道府県を超える広域レベルの情報

交換・研修会への参加 25件（31.6%）、項目中にニーズ（必要性）を感じているものは

ない 5件（6.3%）と続いた。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、

相談の説明・紹介 452 件（59.2%）、受診の説明 426 件（55.8%）、地域（市区町村）にお

ける情報交換・研修会への参加 400 件（52.4%）、地域（2次医療圏）における情報交換・

研修会への参加 285 件（37.4%）であったのに対し、聞き取り調査では、地域（市区町

村）における情報交換・研修会への参加 55件（69.6%）、地域連携クリティカルパスの

説明・運用支援 42 件（53.2%）、地域（2 次医療圏）における情報交換・研修会への参

加 41件（51.9%）、受診の説明 40 件（50.6%）、都道府県レベルの情報交換・研修会への

参加 38 件（48.1%）と、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援、地域（2次医療

圏）における情報交換・研修会への参加を、ニーズとしてあげる回答が増加するなどの

変化が見られた。 

 

「がん診療連携活動で最もニーズを感じているもの」 

 

1. 患者・家族が感じているニーズ 

相談の説明・紹介 21件(26.6%)、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11件

(13.9%)、項目中にニーズ（必要性）を感じているものはない 11件(13.9%)、地域の学

区域レベルの情報交換・研修会への参加 8 件（10.1%）、受診の説明 7 件(8.9%)、地域

（市区町村）レベルの情報交換・研修会への参加 6件(7.6%)、地域（2次医療圏）レベ

ルの情報交換・研修会への参加 6件(7.6%)、都道府県レベルの情報交換・研修会への参
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加４件(5.1%)、都道府県を超える広域レベルの情報交換・研修会への参加 3件(3.8%)と

いう結果であった。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、

相談の説明・紹介 24.8%、地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加 17.9%、

受診の説明 17.4%、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11.6%、地域（2 次医

療圏）における情報交換・研修会への参加 9.9%であったのに対し、聞き取り調査では、

相談の説明・紹介 21 件(26.6%)、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11 件

(13.9%)、項目中にニーズ（必要性）を感じているものはない 11件(13.9%)、地域の学

区域レベルの情報交換・研修会への参加 8件（10.1%）、受診の説明 7件(8.9%)と、項目

中にニーズ（必要性）を感じているものはない、地域の学区域レベルの情報交換・研修

会への参加、受診の説明を、ニーズとしてあげる回答が増加するなどの変化が見られた。 

 

2. 施設担当者が感じているニーズ 

相談の説明・紹介 19 件(24.1%)、地域（市区町村）レベルの情報交換・研修会への参

加 16件(20.3%)、地域（2次医療圏）レベルの情報交換・研修会への参加 12 件(15.2%)、

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11件(13.9%)、受診の説明 6件(7.6%)、地

域（学区域レベル）の情報交換・研修会への参加 6件(7.6%)、都道府県レベルの情報交

換・研修会への参加 6件(7.6%)、項目中にニーズ（必要性）を感じているものはない 3

件(3.8%)、都道府県を超える広域レベルの情報交換・研修会への参加 2件(2.5%)という

結果であった。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、上位５項目だけをみても、

相談の説明・紹介 24.8%、地域（市区町村）における情報交換・研修会への参加 17.9%、

受診の説明 17.4%、地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11.6%、地域（2 次医

療圏）における情報交換・研修会への参加 9.9%であったのに対し、聞き取り調査では、

相談の説明・紹介 19 件(24.1%)、地域（市区町村）レベルの情報交換・研修会への参加

16 件(20.3%)、地域（2 次医療圏）レベルの情報交換・研修会への参加 12 件(15.2%)、

地域連携クリティカルパスの説明・運用支援 11 件(13.9%)、受診の説明 6件(7.6%)と、

受診の説明を、ニーズとしてあげる回答が増加するなどの変化が見られた。 
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図 4-14．がん診療連携活動でニーズを感じているもの 
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施設ごと：上段，患者・家族の感じるニーズ；下段，施設担当者の感じるニーズ 
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4) がん患者と家族向けの支援と情報提供の体制   

 

Q4-1-1．貴施設・部署において、がん患者さんとご家族の支援と情報提供に対応してい

る人（以下、スタッフ）は全部で何人ですか。 

Q4-1-2．スタッフのうち、専門職種の人数を職種ごとにお答えください。 

Q4-1-3．スタッフのうち、患者・家族・遺族の立場で対応している人は何人ですか。 

（図 4-15） 

施設により差異はあるが、多くの施設で、看護師・保健師・助産師、社会福祉士、事務員

が配置され、対応を行っていた。患者・家族・遺族の立場で対応しているスタッフが配置さ

れている施設は全体の 26～30%程度みられた。患者・家族・遺族の立場で対応しているスタ

ッフのいる施設が 32 施設（40.5%）、いない施設が 46 施設（59.5%）であった。年齢構成に

加え、当事者の視点を明確にした上での支援がなされている可能性が示唆される。 

 2017 年度のインタビュー調査の回答と単純に比較すると、対応職員 0 名の施設は著明に

減少しており、職員数の増加は認められないものの、相談支援、情報提供体制の整備が進ん

でいる状況が伺われる。 

 

図 4-15．がん患者と家族の支援と情報提供対応職員 
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Q4-2．がん患者さんとご家族の相談支援と情報提供を行う窓口は一本化されています

か。 

Q4-3．貴施設・部署において、がん患者さんとご家族の相談支援と情報提供について、

昨年１年間（2016 年１月～12月）で何件対応しましたか。 

（図 4-16） 

相談支援と情報提供を行う窓口が一本化されている施設が 54 施設（68.4%）、目的に応

じて複数の窓口がある施設が 22 施設（27.8%）あり、多くの施設で窓口の整備がなされて

いた。相談支援と情報提供の対応件数は二極化しており、0件 3 施設（3.8%）、1～9 件 15

施設（19.0%）、10～19 件 14 施設（17.7%）と相談件数の少ない施設も多い一方で、1000 件

を超える 10 施設（12.7%）を含む 26 施設(32.9%)が相談件数 100 以上であった。 

 

Q4-4．がんに関する参考図書を設置していますか。 

Q4-5．がんに関する参考冊子を設置していますか。 

Q4-6．相談支援と情報提供の活動について、利用者から認知されていますか。 

Q4-7．相談支援と情報提供の活動について、マニュアルとしてまとめていますか。 

Q4-8．相談支援と情報提供の活動について、定期的に検討会を実施していますか。 

（図 4-17） 

がんに関連する図書の設置状況は、50冊以上の図書を設置している施設が8施設（10.1%）

あった一方で、設置していない施設は 30 施設（38.0%）であり、相談支援と情報提供の活動

の認知については、十分認知されている 5 施設（6.3%）、ある程度認知されている 31 施設

（39.2%）と、あまり認知されていない 30 施設（38.0%）、まったく認知されていない 7施設

（8.9%）とほぼ半々で、相談機能の認知がいまだ十分とはいえない結果であった。相談支援

と情報提供活動がマニュアルとして整備されている施設は 25 施設（31.6%）、整備されてい

ない施設が 52施設（65.8%）であった、相談支援と情報提供に関する検討会を行っている施

設が、週 1回以上 8施設（10.1%）、月 1回以上 17施設（21.5%）、月 1回未満 21 施設（26.6%）

あり、一方で、検討会を行っていない施設が 31施設（39.2%）といまだ多いことも確認され

た。 

図 4-16．相談支援と情報提供を行う窓口の状況 
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図 4-17．相談支援と情報提供の体制整備 
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Q4-9．国立がん研究センターがん対策情報センターが実施したがん相談支援センター相

談員基礎研修を受講したスタッフがいますか。 

Q4-10．がんのピアサポート研修プログラムを受講したスタッフがいますか。 

Q4-11．がんの相談支援と情報提供に関する研修会・学術集会・研究会に参加したスタ

ッフがいますか。 

Q4-12．日本癌治療学会「認定がん医療ネットワークナビゲーター」の研修会や e-

learning を受講したスタッフがいますか。 

Q4-13．日本癌治療学会「認定がん医療ネットワークナビゲーター」*のナビゲーター資

格を取得したスタッフがいますか。 

（図 4-18） 

研修や教育実績については、がん相談支援センター相談員基礎研修を受講したスタッフ

がいる施設が 23 施設（29.1%）、いない施設が 54施設（68.4%）、がんのピアサポート研修プ

ログラムを受講したスタッフがいる施設が 23 施設（29．1%）、いない施設が 53施設（67.1%）、

何らかのがんの相談支援と情報提供に関する研修会・学術集会・研究会に参加したスタッフ

のいる施設が 47 施設（59.5%）、いない施設が 26施設（32.9%）であった。日本癌治療学会

認定がん医療ネットワークナビゲーターの研修会や e-learning 受講スタッフがいる施設が 

16 施設（20.3%）、いない施設が 42施設（53.2%）であり、この事業を「知らなかった、わか

らない」とした回答が 21施設（26.5%）あった。「認定がん医療ネットワークナビゲーター」

のナビゲーター資格を有するスタッフがいる施設が 9 施設（11.4%）いない施設が 51 施設

（64.6%）、この事業を「知らなかった、わからない」とした施設が 19 施設（24.1%）あった。 
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図 4-18．相談支援と情報提供の研修参加状況 
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5) アンケート調査と聞き取り調査の特性分析（図 4-19、図 4-20） 

 

2017 年のアンケート調査の参加施設 763 施設に対し、2019 年度聞き取り調査に参加した

施設数は 79 施設であった。聞き取り調査においては、2017 年のアンケート調査時と比べ、

病院（がん診療連携拠点病院）の比率や（参加施設全体の 19.0％；2017 年アンケート調査

時 6.6％）、患者会・患者支援団体の比率（参加施設全体の 15.2％；2017 年アンケート調査

時 6.6％）が著明に増加した。地域ごとの回答施設の施設属性パターンも変化し、神奈川(相

模原)と大分では、各々、診療所（在宅なし）の比率増加や病院（がん診療連携拠点病院）

参加比率の減少・行政関連施設比率が増加した（図 4-19）。 

また、聞き取り調査では、2017 年度のアンケート調査回答を変更する施設も多く、変更

比率は、最大 39.2％にも及んだ（図 4-20）。 

聞き取り調査は、相談・情報提供ニーズを実際に患者・家族からの相談があったものなの

か、それとも施設担当者が感じるニーズなのか、アンケ―ト調査で、知りたい事柄に曖昧さ

が残った点を明確化する目的で実施されたもので、両調査の特性を反映する結果と考えら

える。当初の目的に従い、構造化された内容の解析は、2017 年度のアンケート調査に委ね、

聞き取り調査は同アンケート調査結果の理解を深めるための参考として扱う。 

 

図 4-19．参加施設と施設属性 
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都道府県別回答者施設属性 
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6)  相談対応件数による分析 

2019 年の聞き取り調査も、「相談ニーズは、がんの経過に応じて発生し、がん診療連携病

院の相談支援センター以外の、さまざまな専門性を有する関係者・施設で対応が求められて

いる」、また、「施設属性により相談ニーズは異なる」との 2017 年のアンケート調査結果を

支持するものとなった。一方で、相談支援、情報提供ニーズの具体的内容に関しては、両調

査で一致しない部分も存在した。アンケート調査では、施設属性のみではなく、相談件数の

多寡も、相談ニーズに影響を与える要因としてあげられており、アンケート調査時と同じく、

相談件数年間 30 件未満と以上の２群に分け、分析した。 

聞き取り調査参加 79 施設中、相談件数年 30 件以上の施設は 33 施設（41.8%）、30 件未満

の施設が 39 施設（49.4%）、正式統計がなく相談件数不明 7施設（8.9%）であった。相談件数

年 30 件以上の施設 33 施設の内訳は、病院（がん診療連携拠点病院）14 施設（残り１施設は

正確な統計結果非把握にて回答保留）、その他の病院、診療所（在宅あり）、患者会・患者支

援団体、訪問看護事業所、保険薬局各 3施設、地域包括支援センター2施設、居宅介護支 
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図 4-20．2017 年アンケート調査回答の変更率 
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援事業所・ケアセンター、公立図書館 1施設であり、病院と診療所が過半数（18/33, 54.5%）

を占めていた。これに対して、相談件数 30件未満の施設 39施設の内訳は、患者会・患者支

援団体 8施設、居宅介護支援事業所・ケアセンター7施設、診療所（在宅あり）5施設、地

域包括支援センター、訪問看護事業所各 4 施設、その他の病院、保険薬局、保健所各 3 施

設、診療所（在宅なし）、市町村の窓口各 1施設と、介護・看護・支援組織が 34 施設（87.2%）

と大半を占めていた。 

 

「相談支援や情報提供の実施でニーズを感じているもの」傾向分析 

 相談件数の多寡にかかわらず、相談支援や情報提供の実施でニーズを感じている項目は、

治療・診断・緩和ケアなどの医療に関わるものから、生活支援、介護まで幅広く、さまざま

な専門性を有する関係者・施設で多様なニーズに対して対応が求められている状況が伺わ

れた（図 4-21）。なかでも、がんの治療、症状・副作用・後遺症、不安・精神的苦痛、在宅

医療、ホスピス・緩和ケア、医療費・生活費・社会保障制度、患者-家族間の関係・コミュ

ニケーション、医療者との関係・コミュニケーションは相談件数の多寡や患者、施設担当者

を問わず、相談支援・情報提供における最も高いニーズであることが示された。 

一方、患者ニーズとして年間相談件数 30 件未満の施設において、治療実績、臨床試験・

先進医療、補完代替療法、健康教育（がん教育）、遺伝カウンセリング、スタッフの気持ち

の整理（ストレスマネジメント）をあげた施設は少数で、遺伝カウンセリング、スタッフの

気持ちの整理（ストレスマネジメント）の２項目に対しては、相談件数 30件以上の施設に

おいても患者ニーズとしてあげた施設は少数であった。ただ、スタッフの気持ちの整理（ス

トレスマネジメント）に関しては、患者ニーズと担当者ニーズとの間に乖離がみられ、相談

件数の多寡にかかわらず、担当者のニーズとしてあげた施設が 36 施設（46.7%）となり、こ

とに相談件数 30 件以上の施設では 19 施設（57.6％）となった。相談件数の増加とともにス

タッフのストレスマネジメントの必要性が高まる状況が浮き彫りとなった。遺伝カウンセ

リングのニーズが少なかったのは、ゲノム医療が端緒についたばかりで、いまだ普及に至っ

ていない現状を反映したものと思われる。 

相談ニーズに関しては、2017 年のアンケート調査にて、ロジスティック回帰分析により、

相談件数の多い施設で、「不安・精神的苦痛」「グリーフケア」の相談ニーズが高く、「補完

代替療法」「転院」「患者会・家族会（ピア情報）」相談ニーズが高い傾向にあること、一方、

相談件数が少ない施設では、「健康教育（がん教育）」相談ニーズが高く、「苦情・トラブル」

相談ニーズが高い傾向にあること、さらに相談件数の多い施設（30 件／年以上）では、「不

安・精神的苦痛」「患者会・家族会（ピア情報）」「社会生活（仕事・就労・学業）」「転院」

の相談ニーズが高く、「補完代替療法」「がんの治療」「グリーフケア」が高い傾向にあるこ

と、相談件数が 30 件未満の施設で、「生きがい・価値観」「健康教育（がん教育）」ニーズが

高く、「セカンドオピニオン」「苦情・トラブル」ニーズが高い傾向にあること、が示唆され

ているが、本聞き取り調査ではこれを追認するに十分な回答を得ることはできなかった。 
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図 4-21． 相談支援や情報提供のニーズ：相談件数別 
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「相談支援や情報提供のニーズを感じている項目のうち最も比重の高いもの」の分析は、

相談件数の違いによる情報提供ニーズの相違を、さらに際立たせるものとなった。年間相談

件数 30 未満の施設では、患者ニーズ、施設担当者ニーズともに、医療費・生活費・社会保

障制度、不安・精神的苦痛、在宅医療、症状・副作用・後遺症をあげる施設が多く、年間相

談件数 30以上の施設では、がんの治療、医療者との関係・コミュニケーションが突出して

いた。年間相談件数 30未満の施設は介護・看護・支援組織中心で、30以上の施設は病院（が

ん診療連携拠点病院）中心であることを考えれば、各々の専門性に応じた情報ニーズが最も

比重が高くなることは論理であり、情報ニーズはいずれも多岐にわたるものの、比重の高い

ニーズは施設の属性（専門性）、相談件数によって大きく影響を受けている。おおまか、相

談件数の多い施設では、相談支援や情報提供の実施において、がんの医療とケア、生活支援・

介護予防、介護など専門的な診断や治療、臨床試験・先進医療など先進的な治療も含めた幅

広いニーズを感じており、一方、年間相談件数 30件未満の施設では、各施設の機能に応じ

たニーズを多く感じているとの 2017 年度のアンケート調査結果を支持する回答結果と思わ

れる。 

 

「がん診療連携活動でニーズを感じているもの」傾向分析 

 「がん診療連携活動でニーズを感じているもの」に関しては、患者ニーズ、施設担当者ニ

ーズともに、相談件数の多寡にかかわらず、同様な回答パターンとなった（図 4-22）。がん

診療連携活動の実施でニーズを感じている項目は、受診の説明、相談の説明・紹介、地域連

携クリティカルパスの説明・運用支援、地域（学区、市町村、都道府県レベル）における情

報交換・研修会への参加との回答が多く、都道府県を超える広域レベルの情報交換・研修会

への参加との回答は少数であった。統計では、「項目中にニーズ（必要性）を感じているも

のはない」との回答も多くみられたが、患者ニーズの正式な統計結果がなく、相談件数が不

明とされた 7施設を除いた本解析では、同項目を選択する施設は激減した。相談支援活動を

重要視、実践している施設では、がん診療連携活動でニーズを感じている可能性があり、「が

ん患者と家族との関わりのなかでの困りごと」、「別の施設や部署に紹介したり、専門の窓口

に案内したりするときに、困っていることや苦労していること」の自由記載の内容を加味す

ると、改善しつつあるとはいえ、地域におけるがん診療連携活動にいまなお多くの課題があ

ることを示唆する結果とも考えられる。 

「がん診療連携活動でニーズを感じている項目のうち最も比重の高いもの」の分析は、

相談件数の違いによるがん診療連携活動の相違を示唆するものとなった。 

年間相談件数 30 未満の施設では、「地域（学区域程度）の情報交換・研修会への参加」

のニーズがなかったが、その範囲では連携すべき施設が見いだせないからとの指摘もあっ

た。一方、年間相談件数 30 以上の施設では、この項目に対し、高いニーズがあり、がん

診療連携拠点病院を含めた関連施設がそろう都市部とそうでない地域との医療環境格差が

ニーズに影響している可能性がある。 
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相談件数年間 30 以上の施設では、相談の説明・紹介のニーズが突出しているが、どのよ

うな相談を受け、どのように患者・家族に説明したかの情報が不足し、連携に際し、支障が

生じているとの指摘が大半であった。相談件数年間 30未満の施設において、地域連携クリ

ティカルパスの説明・運用支援のニーズが高いことからも、ことに病院・診療所等の医療施

設から、在宅や介護施設等への紹介や、緊急時の逆方向の受け入れ態勢など、十分なコミュ

ニケーションと情報共有に基づく連携体制が、患者・家族からも、施設担当者からも強く求

められているものと理解される。 

 

図 4-22． 相談支援や情報提供のニーズを感じている項目のうち最も比重の高いもの 

（相談件数別） 
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図 4-23． がん診療連携活動でニーズを感じているもの：相談件数別 
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図 4-24． がん診療連携活動でニーズを感じている項目のうち最も比重の高いもの 

（相談件数別） 
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＜倫理的な配慮および個人情報の取り扱い＞ 

本調査は患者を対象とせず、相談対応を行う施設および担当者を対象とする実態調査で

あるため、人を対象とする臨床研究に該当しない。調査票において、回答者の氏名、連絡先

（勤務先住所・電話番号・FAX・電子メールアドレス）を収集した。 

これらは回答内容の照会に必要な用途にのみ使用し、個別の施設名および個人情報は解

析では扱わず、その旨を協力依頼文に明示した。調査への協力意向は回答の送付を持って同

意とみなした。 
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図 4-25． 調査依頼票 「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査（聞き取り調査）」 
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(4) 実態調査を踏まえた考察と今後の展望 

本調査は、6都県におけるさまざまな専門性と地域性を有する医療者・相談支援者・仲介

者を対象とし、相談員、医療介護福祉職、市区町村窓口、図書館、保険薬局、患者団体など

多様な場において患者・家族の情報提供や相談支援のなり手となりうる関係者に協力を行

い実施した調査である。予防や検診、診断治療、療養や在宅、連携や介護、緩和ケア・グリ

ーフケアなど、がん患者や家族がそのニーズに応じて相談や情報支援を受ける場合に利活

用する可能性のある関係者に幅広くご協力いただいて実施した初めての調査である。 

 

調査は 2017 年のアンケート調査とその解析結果を受けて 2019 年に実施した聞き取り調

査からなる。アンケート調査では計 2004 施設に協力を依頼し 763 施設から回答を得た。聞

き取り調査では、アンケート調査の回答をもとに、内容の理解を深める目的で、主に、その

内容が、患者・家族の方々のニーズなのか、施設担当者のニーズなのか、追加すべき事項な

どを確認する形式で行い、アンケート調査回答 763 施設に協力を依頼し、79 施設から回答

を得た。ともに、協力者の施設属性はがん診療連携拠点病院、拠点病院以外の病院、診療所、

地域包括支援センター、保健所、市区町村の窓口、訪問介護事業所、訪問看護事業所、居宅

介護支援事業所、保険薬局、公共図書館、患者会など多岐に渡っていた。調査結果に関して

は、回答数による解析の信頼性と調査法の特性から、アンケート調査の結果を主とし、聞き

取り調査はその結果を確認、補完する参考資料として扱った。 

 

調査対象の属性により、相談や情報提供ニーズを感じている内容や連携ニーズは多様で

あった。施設属性による特徴の違いはあるものの、大半の施設が、幅広いがん患者と家族の

情報提供と相談支援のニーズを感じており、その実施について、情報の内容、対応する窓口

の整備、関係者への認知、対象となる患者・家族・一般市民への啓発、研修教育の機会の確

保などさまざまな課題を実感していることが明らかになった。 

 

情報提供や相談支援のニーズにおいて、地域の特性を分析することにより、以下のことが

わかった。 

・ 地域における潜在的な相談支援・情報提供のニーズを見ている可能性がある 

・ 全国や他地域の比較により、地域の特性を把握できる可能性がある 

・ 潜在的なニーズに対応する相談支援・情報提供の対策に結びつく 

一方で、 

・ 施設別に対応している役割を反映している 

・ 調査時点で協力可能な施設・地域からの回答であり、直接の患者・家族のニーズを捉え

ているわけではない 

・ 職種・地域・調査施設の属性の偏りが地域ごとにあるため、厳密な地域比較は難しい 

・ 調査で捉えられるニーズ：施設の担当者の感じるニーズ：患者・家族のニーズを可視化
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し、特性に応じた介入ポイントを知るきっかけになる 

 

また、がんの診療連携でのニーズにおいて、地域の特性を分析することにより以下のこと

が明らかになった。 

・ 地域における潜在的ながん診療連携のニーズを見ている可能性がある 

・ 全国や他地域の比較により、地域の特性を把握できる可能性がある 

・ 連携活動の現状把握と活性化に向けた対策に結びつく 

・ 地域連携パスなど、ツールや顔の見える関係の活用状況を捉えている可能性がある 

・ 市区町村・学区域など、圏域に応じたきめ細かな介入モデルの提示につながる可能性 

一方で、 

・ 施設別に対応している役割を反映している 

・ 調査時点で協力可能な施設・地域からの回答であり、直接の患者・家族の連携ニーズを

捉えているわけではない 

・ 職種・地域・調査施設の属性の偏りが地域ごとにあるため、厳密な地域比較は難しい 

・ 調査で捉えられるニーズ：施設の担当者の感じる連携ニーズ：地域の特徴ある取り組み

見出すきっかけになる 

 

本調査は研究代表者、分担研究者の所属する施設から、連携している都道府県内の医療機

関・介護福祉施設・市区町村・図書館・患者会・患者支援団体など幅広く回答いただいた。

都道府県がん診療連携拠点病院や大学病院など、都道府県のがん相談支援・情報提供のネッ

トワークのある施設を主体とした調査（福岡・熊本・群馬）、地域の中核的ながん診療連携

拠点病院で、診療所や調剤薬局の連携先を主体とした調査（東京、神奈川、大分）では、挙

げられるニーズに特徴的な違いがみられた。例えば、広域の医療圏をカバーする都道府県が

ん診療連携拠点病院や大学病院では、臨床試験・セカンドピニオン・患者会・患者支援団体・

緩和ケア・補完代替医療・遺伝、グリーフケアに関するニーズが高く、地域の基幹施設にお

いてはより身近な地域における療養での課題（在宅医療・生きがい・費用・後遺症・価値観・

健康教育など）が挙げられていた。聞き取り調査においても、実際に患者・家族から受けた

相談、情報提供ニーズと施設担当者が感じるニーズとに大きな開きはうかがわれず、上記結

果は実情を反映しているものと考えられる。 

 

がん診療連携拠点病院に設置されているがん相談支援センターは、がん医療や治療に関

する役割を担う拠点施設に属することから、がん患者のライフコースにおいて、診断～治療

～フォローアップの時期を中心に患者のニーズに対応している。一方で、聞き取り調査にお

いて、（１）相談ニーズは、がんの経過に応じて発生し、がん診療連携病院の相談支援セン

ター以外の、さまざまな専門性を有する関係者・施設でも積極的な対応が求められており、

（２）相談件数の多寡は別として、情報ニーズは幅広く、治療・検査・症状・セカンドオピ
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ニオン・紹介・在宅・緩和・社会保障制度・不安や精神的苦痛、患者会情報、グリーフケア

など多彩な相にわたっていることも示唆されており、拠点病院のがん相談支援センター以

外の地域の医療機関・在宅を含む診療所や看護・介護事業所など幅広い施設での相談支援・

情報提供体制の充実も重要な課題であるといえよう。 

 

今回の調査を行うことにより、拠点病院のがん相談支援センターと地域の医療機関・在宅

を含む診療所や看護・介護事業所など幅広い関係者から情報ニーズと連携ニーズを知るこ

とができ、当該地域における拠点病院（およびがん相談支援センター）の相談や連携におけ

る役割分担や、当該地域の相談支援体制の充実に向けた連携構築のための課題や提案を得

るきっかけになると考えられる。 

 

図 4-26. 

本調査のモデル地域・調査実施主体と、調査で指摘された特徴的なニーズのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域や職種、属性ごとに分析を進めることによって、患者・家族がさまざまな段階で抱え

る情報・相談支援ニーズに応じた対応策やノウハウが蓄積され、よりよい情報提供・相談支

援体制の整備につながることが期待される。また、都道府県のがん対策推進協議会やがん相

談・情報提供部会、がん診療連携拠点病院がん相談支援センターのがん相談専門員、日本癌

治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーターなど、地域においてがんの相談支援や情

報提供に関わる関係者が、地域のニーズに応じた対応策を講じたり、情報コンテンツや相談

対応マニュアルの整備や顔の見える連携づくりなど先進的な取り組みを取り入れたりする

ことで、具体的な患者・家族支援につながるモデルを構築することが可能になると期待され

る。 

 

本調査は、地域における相談支援・情報提供の現状を把握するものとして、従来がん診療

連携拠点病院のがん相談支援センターなどを対象として行われている調査とは異なる、病
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院・診療所（在宅診療所を含む）、看護・介護事業所、公共図書館、患者会・患者支援団体、

市区町村窓口などが対象に含まれている。昨今の入院日数の短縮、地域医療計画などにより

医療機関の役割分担の推進がなされているなかで、がん患者のニーズに対応する機関は、治

療を主とするがん診療連携拠点病院だけでなく、療養やフォローアップ、併存疾患を管理す

る病院、かかりつけ診療所、居宅看護や介護サービスを提供する事業所、さまざまな公的支

援やサービスを提供したり、相談窓口になる市区町村、患者や家族の悩みや不安に寄り添い、

ピアサポートなど当事者ならでは支援を提供する患者会・患者支援団体など、ますます多様

化している。調査では、医療費・生活費・社会保障制度に関する相談支援・情報提供ニーズ

の高まりもうかがわれ、公的支援やサービスの充実も必要不可欠である。 

 

多岐にわたる対応諸機関において、互いの情報ニーズと連携ニーズの実態を把握するこ

とは、間接的にその地域の患者・家族・支援者のニーズを捉えることにつながり、必要な情

報や連携構築に向けた支援のきっかけになる。例えば、同様のニーズを持つ類似の人口構成

や年齢構成を持つ地域の取り組み事例を共有したり、先駆的な地域をモデル地域として、同

様の調査を実施することによって、地域における情報提供・相談支援ネットワークの全体像

を得ることができる。アンケート調査、聞き取り調査からも、病院、診療所などの積極的医

療提供機関と、療養やフォローアップに係る施設との連携が必ずしも円滑ではない状況が

うかがわれる。地域における情報共有ニーズは大きく、地域に根差し、情報づくり、連携づ

くりを進める体制の確立、これを支える人材の養成は、患者・家族・支援者のニーズに応え

るために不可避な要素である。 

 

図 4-27.情報と連携ニーズをもとにした、地域におけるネットワーク構築 
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本調査の実施主体は、がん政策研究による研究事業であったが、これまでの調査の多くは

自治体（都道府県・市区町村など）、がん診療連携拠点病院、拠点病院連絡協議会、相談支

援・情報提供部会などさまざまな主体によるものが多くみられている。本調査において各地

域の調査責任者の所属施設は、都道府県がん診療連携拠点病院・がん診療連携拠点病院・地

域の中核医療機関・大学病院など多様であり、将来の成果の共有や活用を考慮すると、がん

患者と関わる可能性のある部門、実施責任施設のもとで調査を継続していくことが望まし

いと考えられる。 

 

結論 

6 都県におけるさまざまな専門性と地域性を有する施設に対するアンケートを行った。が

んの情報提供・相談支援に関わる課題の現状把握をもとに、情報提供・相談支援ニーズと連

携ニーズに関する調査を実施した。がんの経過に応じて発生する多様なニーズに対して、さ

まざまな専門性を有する関係者がニーズに応じた情報を整備し、支援体制の標準化を推進

し、教育研修機会を確保することによって、がん患者と家族が必要とする情報や支援により

つながりやすくなる可能性がある。今後さらなる分析やモデル事業の実施と検証をとおし

て、患者・家族向けの情報提供や相談支援体制の充実と均てん化に繋げることが期待される。

最後に、ご協力いただいた回答施設の関係者の皆さまに御礼申し上げます。 
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5．支援体制活性化人材の養成その介入モデルの確立に関する研究 

(1) がん医療ネットワークナビゲーター制度の説明 

日本癌治療学会は、2014 年 8 月に適切・的確な医療情報の提供に焦点を当て、情報提供

に特化した人材の育成「日本癌治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーター」制度を開

始した。ナビゲーターは、 (i)地域ネットワークに参加している施設・組織に所属し、(ⅱ)

がん医療の適切・的確な医療情報をがん患者さんに与え、もしくはそれらへのアクセスを示

し、(ⅲ)医療介入はしないことが求められる。 

ナビゲーターは 2 段階制であり、その認定の過程は以下の通りである（図 5-1）。まず、

癌治療学会ホームページにおいて 40 講座の e-learning を視聴し小テストを全て修了し申

請すると「日本癌治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーター」として認定される。ナ

ビゲーター認定後にコミュニケーションスキルセミナーを受講し合格すると認定見学施設

（全国 88 施設：2019 年 11 月現在）での実地見学を行い、実地見学指導者の承認・推薦を

得て申請すると「日本癌治療学会認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター」として認

定される。  

本研究班は、癌治療学会と協働することで、シニアナビゲーター・ナビゲーターの育成を

行ってきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1. 

がん医療ネットワークナビゲーターの認定過程と 2019 年 11 月時点での各段階の人数 

 

(2) がん医療ネットワークナビゲーター育成の現状 

2019 年 11 月の時点で、シニアナビゲーターが 69 人、ナビゲーターが 344 人認定され、

さらにそれぞれの認定を目指して活動中の人が増加している（図 5-1，図 5-2）。人数の増加

に伴い、全国への展開もなされてきた。さらに、実地見学受入れ施設も全国 38都道府県の

88 施設に拡大されている。今後もこの活動を継続していく。 

e-learning 受講中
↓

ナビゲーター認定済み
↓

コミュニケーションスキルセミナー修了
↓
実地見学中
↓

シニアナビゲーター認定済み

499人

344人

29人

69人

240人
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図 5-2. ナビゲーター・シニアナビゲーターの全国への展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3. 実地見学施設の全国への展開 
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(3) がん医療ネットワークナビゲーターへのアンケート調査 

現在までに認定されたナビゲーター・シニアナビゲーターの実際の活動状況等について

調査し、本ナビゲーター制度のがん診療現場での活用の現状を把握すると共に、問題点を抽

出し、今後の本ナビゲーター制度の全国展開における方法論の見直し等を行った。本書では、

2019 年 8月に行ったシニアナビゲーターに関するアンケート調査の結果を示す。 
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今回のアンケート調査（最終集計）のまとめ －前回との比較から－ 

＜シニアナビについて＞ 

・活動ありは変化なし    ４８％→４６％ 

・活動で十分・まず十分が増加！   １７％→３１％ 

・対応件数は依然、少ない 

・周囲からのニーズ：“大きい”が増加！   ０％→１３％ 

・今後の活動見込みについては疑問 

    “十分”・“まず十分”はほぼ同様  ２３％→２６％ 

 

 本制度には、以下のように未だ多くの問題点が残っている。 

 シニアナビゲーターやナビゲーターの育成目標数はどれくらいか？ 

 シニアナビゲーターやナビゲーターの職種は？ 

 シニアナビゲーターやナビゲーターになってもがん診療連携拠点病院のがん専門相談

員との交流をどのように求めていけばいいか？ 

 シニアナビゲーターやナビゲーターのモチベーションをどのように保つか？ 

 シニアナビゲーターやナビゲーターの質の向上を求めていく方策は？ などである。 
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本制度の周知は、がん相談支援センターの周知以上に難しいであろう。しかしながら、(4) 

地域ニーズに基づく情報提供体制の在り方に関する研究では、がん診療連携拠点病院やが

ん専門相談員の努力にも関わらず、それ以外の多くの医療・介護福祉の領域にもがんの相談

支援・情報提供の大きなニーズがあり、それらが不足している現場の従事者の困窮ぶりが明

らかになった。これは即ち、在宅や介護福祉の領域に情報がなく支援を求めているがん患者

やその家族が多く存在することを意味している。シニアナビゲーター・ナビゲーターを市井

に多く育成することは、がん患者・家族とがん診療連携拠点病院やがん専門相談員、さらに

医療・介護福祉領域の従事者を繋ぐ大きな力になると思われる。私たちは、日本癌治療学会

との協力を続けて、前述の問題点を一つ一つ克服しながら、第 3期がん対策推進基本計画の

全体目標「がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんの克服を目指す。」の達成に近づく

努力を続けたいと思う。 

 

(4) がん医療ネットワークナビゲーター今後の展望と介入モデルの提示 

 今後、がん医療ネットワークナビゲーターの育成のさらなる全国展開をしていく場合、

都道府県別など地域に特徴的な医療状況の差異を考えると、人材育成・拡大のパターンに地

域特異性があると想像される。そのために現在までに本制度による人材育成を精力的に行

っている５県についての活動を、今後の他県参画時の参考のモデルケースとして全国に紹

介する（小冊子化して配布予定）。 
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6．まとめと提言 

本調査は、がんの情報提供・相談支援やがん診療連携の現状を把握するものとして、従来 

がん診療連携拠点病院・がん相談支援センター等を対象として行われた調査とは異なる。 

 

 がん診療連携拠点病院やそれと連携する病院群以外の医療・介護施設やその従事者へ

の情報提供・相談支援の不足（情報が届かず孤立している）や円滑な連携が不足してい

る。 

 これらの克服には、がん診療連携拠点病院の努力のみでは不十分であり、これを支える

市井の人材の育成は、患者・家族のみならず、それらを地域で支える広範囲の医療・介

護従事者への支援に不可避な要素である。 

 がんの経過に応じて発生する多様なニーズに対して、様々な専門性を有する関係者が、

地域の育成人材とともに、ニーズに応じた情報を整備し、支援体制を標準化し、教育研

修機会を確保することによって、がん患者と家族が必要とする情報や支援によりつな

がりやすくなる可能性がある。 

 適切ながんの情報提供・相談支援の達成のためには、拠点病院を中心とした活動の外

にも目を向ける必要があることを提言する。 
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本研究は、厚生労働省科学研究費補助金（がん対策推進総合事業）（H29-がん対策-一般-004）  

「生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方：地域ニーズ

の検証と活性化人材の育成と普及」に関する研究の成果である。 
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資料 2 

がん医療ネットワークナビゲーター 

～育成推進と活動拡大の都道府県別モデル～ 

 

 

厚生労働省科学研究費補助金 

（がん対策推進総合事業）  

 

 

生活・療養環境による要望特性に応じた 

がん情報提供・相談支援体制の在り方： 

地域ニーズの検証と活性化人材の育成と普及 

（H29 - がん対策 - 一般 - 004） 

 

 

 
 

研究代表者 

西山 正彦   藤 也寸志 
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１. はじめに 
がんに関する適切な情報提供は、今なお国民の強い要望である（H26年内閣府世論調査）。

一定の成果は認められるものの、依然、①相談支援センターの低い認知度・利用率、②対

応状況の施設間、地域間格差、③多様化する相談ニーズ、④情報の氾濫、などの課題が指

摘されている（第８回がん診療提供体制のあり方に関する検討会資料２）。人口構成や地

理的、文化的背景が異なる地域では当然ニーズも異なり、有効な対応体制は一定ではない。

また、限りある医療資源のなか、相談支援センターによる広報にも限界があり、地域に根

差してこれへとつなぎ広める支援人材と地域の情報づくりの効果的モデルやマニュアルの

提案は必須である。 

厚生労働省科学研究費補助金（がん対策推進総合事業）生活・療養環境による要望特性に

応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方：地域ニーズの検証と活性化人材の育成と普及

（H29 - がん対策 - 一般 - 004）」（研究代表者：西山正彦・藤 也寸志）では、相談支

援活性化人材養成活動として、癌治療学会によるがん医療ネットワークナビゲーター養成を

支援した。その結果、令和元年11月現在で、シニアナビゲーター69人（＋申請中4人）、ナ

ビゲーター344人（＋申請中20人）を認定した。さらに、シニアナビゲーターを目指したナ

ビゲーターの中で実地見学中が29人・コミュニケーションスキルセミナー修了者が240人お

り、またナビゲーターを目指した499人がe-learning受講中であり、今後もシニアナビゲー

ター・ナビゲーターの数は増加するものと予想される。さらに、実地見学受入れ施設は、全

国37都道府県、88施設に増加している。 

2019 年 8 月にシニアナビゲーターを対象として、第 3 回の制度検証アンケート調査を施

行した。その時点でのシニアナビゲーターは 59人が承認されていたが、シニアナビゲータ

ーの活動状況、モチベーション、問題意識などの変化が明らかになり、さらなる制度改善

やシニアナビゲーターの育成だけではなく、活動の支援や研修継続の必要性などの工夫が

必要であることがわかった。 

今後、がん医療ネットワークナビゲーターの育成のさらなる全国展開をしていく場合、

都道府県別など地域に特徴的な医療状況の差異を考えると、人材育成・拡大のパターンに

地域特異性があると想像される。そのために現在までに本制度による人材育成を精力的に

行っている５県についての活動を、今後の他県参画時の参考のモデルケースとして全国に

紹介する。 
令和 2年（2020 年）3月 

研究代表者  

藤 也寸志 
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２．ネットワークナビゲーター制度の説明 

日本癌治療学会は、2014 年 8 月に適切・的確な医療情報の提供に焦点を当て、情報提供

に特化した人材の育成「日本癌治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーター」制度を

開始した。ナビゲーターは、 (i)地域ネットワークに参加している施設・組織に所属し、(ⅱ)

がん医療の適切・的確な医療情報をがん患者さんに与え、もしくはそれらへのアクセスを

示し、(ⅲ)医療介入はしないことが求められる。 

ナビゲーターは 2 段階制であり、その認定の過程は以下の通りである（図 5-1）。まず、

癌治療学会ホームページにおいて 40 講座の e-learning を視聴し小テストを全て修了し申

請すると「日本癌治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーター」として認定される。

ナビゲーター認定後にコミュニケーションスキルセミナーを受講し合格すると認定見学施

設（全国 88 施設：2019 年 11 月現在）での実地見学を行い、実地見学指導者の承認・推薦

を得て申請すると「日本癌治療学会認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター」とし

て認定される。  

本研究班は、癌治療学会と協働することで、シニアナビゲーター・ナビゲーターの育成

を行ってきた。 

 

 

図１： 

がん医療ネットワークナビゲーターの認定過程と 2019 年 11 月時点での各段階の人数 

 

 

３．ネットワークナビゲーター育成の現状 

2019 年 11 月の時点で、シニアナビゲーターが 69 人、ナビゲーターが 344 人認定され、

さらにそれぞれの認定を目指して活動中の人が増加している（図１，図２）。人数の増加に

伴い、全国への展開もなされてきた。さらに、実地見学受入れ施設も全国 37 都道府県の 88

施設に拡大されている（図３）。 
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図２：ナビゲーター・シニアナビゲーターの全国への展開 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３：実地見学施設の全国への展開 

 

以下、現在までに本制度による人材育成を精力的に行っている北海道、神奈川県、三重

県、福岡県、熊本県の活動を紹介する。今後の他県参画時のモデルケースとして参考にし

ていただけたら幸いである。 
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北海道モデル 

＜北海道モデルの概要と特徴＞ 

① 北海道がんセンターが、がん医療ネットワークナビゲーター（以下、ナビ）を育成・

雇用し、活動の場を提供し、ナビへのがん情報の提供や教育を通じた質の向上を図

るための最小単位として、1つのがん診療連携拠点病院（拠点病院）を中心とした

地域ネットワークの構築を目指す。 

② 北海道がん患者連絡会の理解と協力を得て、北海道がんセンターを中心とした地域

のがん患者およびがん治療経験者（ピアサポーター）に費用、申請手続きについて

補助し、ナビ申請を促進し、北海道全域へ拡大中。 

③ ナビ育成の対象を北海道医療ソーシャルワーカー協会の理解と協力を得て、MSW・

介護支援専門員へも拡大し、ネットワーク最小単位の充実を図る。 

④ ①～③と並行して、各拠点病院でのネットワークの構築を推進し、都道府県拠点病

院を中心とした北海道全域のネットワークへ拡大していく。 

 

＜活動実績＞ 

① 育成実績（2020 年 2 月現在） （ステップ間の重複なし） 

 シニアナビ認定済：10名 

2 名が実地見学中または待ち 

9 名がコミュニケーションスキル研修を修了 

 ナビ認定済：7名 

e-learning を 7名が受講中 

（大部分がピアサポーターで、北海道がんセンターが受講費を支援） 

② 雇用実績（2019 年 9 月現在） 

 北海道がんセンターで患者相談対応を目的にナビ２名を雇用。 

 道内の公立病院で地域医療対応を目的に、ナビ１名を雇用。 

③ 認定見学受け入れ施設 

 北海道がんセンター、旭川医科大学病院。北海道下、1施設が実地見学受け入れ

施設に手上げしている。 

④ ナビとがん専門相談員との交流 

 北海道がんセンターにおいて、ナビとがん専門相談員の顔の見える連携を定期

的に開催。 

 ナビとがん専門相談員の直接の情報交換のルート確保を図っていく。 

 

＜今後の展望と問題点＞ 

① ナビを拠点病院で養成および雇用し、相談と連携担当など活動の場を確保 
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② ナビの活動から見えてきた地域のニーズを収集し検討する場の設定 

③ ナビ活動の成果の見える化、中心となる拠点病院の活動のマニュアル化 

④ 拠点病院が未整備の二次医療圏におけるナビ活動への支援 

⑤ 北海道下の全拠点病院の参画を図る。実地施設の拡充を図る 

⑥ ①～⑤を通じた、地域間のバリアンスを最小限にとどめる活動の展開 
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神奈川県モデル 

＜神奈川県モデルの概要と特徴＞ 

① がん医療ネットワークナビゲーター（以下、ナビ）を、一定の教育プログラムを受け

たがん患者支援者ととらえ、その活動を神奈川県全体のがん患者支援活動に組み入れ、

がん専門相談員、ピアサポーターと協働するがん患者支援体制の構築を目指す。 

② 神奈川県内のナビと日本がん治療学会がん診療連携・認定ネットワークナビゲーター

委員会委員（以下、ナビ委員）が県会議員を通じて神奈川県知事に働きかけを行い、

行政（神奈川県がん対策担当職員）の協力のもと、ナビががん専門相談員、ピアサポ

ーターと同列のがん患者支援者として認知された。 

③ ナビ、ナビ委員、神奈川県がん対策担当職員による意見交換会を定期開催している。 

④ 神奈川県での取り組みを県内の政令指定都市、市町村、二次医療圏に拡充し、最終的

には各拠点病院あるいは医療圏ごとに、ナビ、ピアサポーター、がん相談員の三者連

携を強め、それぞれの特性を生かした地域のがん患者支援体制の構築を図る。 

 

＜活動実績＞ 

① 育成実績（2020 年 2月現在）（ステップ

間の重複なし）  

 シニアナビ認定済：3名 

2 名が実地見学中または待ち 

3 名がコミュニケーションスキル研修を修了 

 ナビ認定済：4名 

e-learning を 12 名が受講中 

②  認定見学受け入れ施設 

 2 施設（神奈川県立がんセンター、北里大学病院） 

③ 自治体（神奈川県）によるナビの認知 

 神奈川県公式ウェブサイトでのナビの周知。 

 神奈川県がん対策担当者とナビ、医療機関、がん専門相談員の意見交換会の開催。 

 

＜今後の展望と問題点＞ 

① 保険薬局勤務の薬剤師、拠点病院医療従事者、ピアサポーターを中心にナビ希望者をリ

クルートする 

② がん診療連携拠点病院を中心に実地見学施設の拡充を目指す 

③ 神奈川県においてはナビ、ピアサポーター、がん相談員はそれぞれが協働するがん患者

支援者と位置づけられたので、相互の連携を推進し強化する 
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④ がん患者支援者の役割分担の明確化が課題であるため、行政と医療者、さらにはナビ、

ピアサポーター、がん相談員の意見交換の場を設ける 

⑤ 神奈川県におけるがん相談支援者（ナビ、ピアサポーター、がん相談員）の活動マニュ

アル（手引き）の作成する 

⑥ 各がん相談支援者、活動する自治体や医療機関、利用者（患者・家族）においてそれぞ

れナビを評価する 
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三重県モデル 

＜三重県モデルの概要と特徴＞ 

① がん治療経験者（ピアサポーター）の医療ネットワークナビゲーター（以下、ナビ）

申請を促進する。 

② 市役所などの役場に協力を求め、役場などの公共施設の中でナビの活動の場を提供

して頂き、一般市民への患者相談支援を行う。 

③ ナビが患者と癌診療拠点病院に在中するがん相談員への橋渡しだけではなく、行政

との橋渡しも行う。 

④ 病院や市役所などの役場が行うイベントの情報を集め、LINE などの SNS を用いて、

がん患者会やピアサポーターへの情報提供を行う。 

⑤ がん診療連携拠点病院の医師が中心となり、ナビの育成を支援する。 

 

＜活動実績＞ 

①  育成実績（2020 年 2 月現在）（ステ

ップ間の重複なし）  

 シニアナビ認定済：1名 

2 名が実地見学中または待ち 

1 名がコミュニケーションスキル研修を修了 

 ナビ認定済：1名 

e-learning を 1名が受講中 

② 認定見学受け入れ施設 

 三重大学医学部附属病院、伊勢赤十字病院 

③ 実際の活動 

 津市健康づくり課と連携して、「津健康まつり」に参加し、市民への情報提供。

そして、津市内保健所の皆さんと共にがんに関する啓発活動を行った。 

 三重大学医学部附属病院内のリボンズハウスにて、患者サロンに月 2回参加。 

 患者会に月 1回参加、LINE による患者会への県内関連イベントの情報提供。 

 三重中央医療センター、三重県がん相談支援センターにおけるナビとがん専門

相談員の顔の見える連携を定期的に開催。 

 津市内公民館でのアピアランスケア講習会を開催した。 

 

＜今後の展望と問題点＞ 

① LINE などの SNS を使った情報提供の拡大 

② ナビの活動から見えてきた地域のニーズを収集し検討する場の設定 

③ ナビ育成の対象を歯科医や歯科衛生士・薬剤師・介護福祉関係者（地域包括支援セ
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ンターの保健師やケアマネージャーなど）へ拡大 

④ 中心となる拠点病院とナビとの連携の強化 
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福岡県モデル 

＜福岡県モデルの概要と特徴＞ 

① がん医療ネットワークナビゲーター（以下、ナビ）を育成し、活動の場を提供し、ナ

ビへのがん情報の提供や教育を通じた質の向上を図るための最小単位として、1つのが

ん診療連携拠点病院（拠点病院）を中心とした地域ネットワークの構築を目指す。 

② 福岡県薬剤師会の理解と協力を得て、九州がんセンターを中心とした地域の保険調剤

薬局薬剤師のナビ申請を促進し、福岡県全域へ拡大中。 

③ ナビ育成の対象を歯科医や歯科衛生士・図書館司書・介護福祉関係者（地域包括支援

センターの保健師やケアマネージャーなど）へも拡大し、ネットワーク最小単位の充

実を図る。 

④ ①～③と並行して、各拠点病院でのネットワークの構築を推進し、都道府県拠点病院

を中心とした県下全域のネットワークへ拡大していく。 

 

＜活動実績＞ 

① 育成実績（2020 年 2月現在）（ステップ間の重複なし）  

 シニアナビ認定済：10名 

3 名が実地見学中または待ち 

31 名がコミュニケーションスキル研修を修了 

 ナビ認定済：119 名 

e-learning を 88 名が受講中 

（大部分が保険調剤薬局の薬剤師） 

② 認定見学受け入れ施設 

 福岡県下、13施設が実地見学受け入れ施設に手上げしている。 

③ナビとがん専門相談員との交流 

 九州がんセンターにおいて、ナビ（e-learning 中も含む）とがん専門相談員の顔の

見える連携を定期的に開催。 

 ナビ（保険薬局薬剤師が中心）で、相談員の直接の情報交換のルート確保を図って

いく。 

  

＜今後の展望と問題点＞ 

① 県下の全拠点病院の参画を図る 

② ナビの活動から見えてきた地域のニーズを収集し検討する場の設定 

③ ナビ活動の成果の見える化 

④ 中心となる拠点病院の活動のマニュアル化 

⑤ ①～④を通じた、地域間のバリアンスを最小限にとどめる活動の展開 
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熊本県モデル 

＜熊本県モデルの概要と特徴＞ 

① がん医療ネットワークナビゲーター（以下、ナビ）を育成し、活動の場を提供し、

ナビへのがん情報の提供や教育を通じた質の向上を図るための最小単位として、1

つのがん診療連携拠点病院（拠点病院）を中心とした地域ネットワークの構築を目

指す。 

② 熊本県がん診療連携協議会幹事会 相談支援・情報連携部会をハブとし、行政、医

療、ナビの三位一体の連携を構築。具体的には、熊本県がん相談員サポートセンタ

ーの支援を受け、相談支援・情報連携部会の下部組織である相談員ワーキンググル

ープ（以下 WG）、熊本県がんサロンネットワーク、熊本県がん医療ネットワークナ

ビゲーター会議（以下ナビ会議）、メーリングリストが協働して活動。 

③ 相談支援・情報連携部会にナビの代表が参加し情報を共有。各種研修会・講演会へ

ナビの参加を促し、継続研修の機会を提供。WG が主催する「出張がん相談」に参

加、二次医療圏の薬剤師会主催の勉強会に参加、ナビの広報と活動の場の提供。 

④ ナビ育成の重点対象を保険調剤薬局の薬剤師としているが、対象をテラピスト・歯

科医や歯科衛生士・図書館司書・介護福祉関係者（地域包括支援センターの保健師

やケアマネージャーなど）へも拡大し、ネットワーク最小単位の充実を図る。 

⑤ ①～④と並行して、各拠点病院でのネットワークの構築を推進し、都道府県拠点病

院を中心とした県下全域のネットワークへ拡大していく。 

 

＜活動実績＞ 

① 育成実績（2020 年 2 月現在）（ステップ間の重複なし）  

 シニアナビ認定済：15名 

6 名が実地見学中または待ち 

18 名がコミュニケーションスキル研修を修了 

 ナビ認定済：14名 

e-learning を 29 名が受講中 

② 認定見学受け入れ施設 

 熊本県下の実地見学受け入れ施設は 15 施設。 

③ 三位一体の活動 

 「熊本県がん・生殖医療ネットワーク」による講演会に参加。 

 天草地区、熊本市図書館で開催された「出張がん相談」に参加。人吉、芦北、

熊本地区、阿蘇地区で開催された二次医療圏での薬剤師会主催の勉強会に演者

として参加しナビ活動の広報を行う。 

 定期的にナビ会議を開催。現在 2回開催。 
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＜今後の展望と問題点＞ 

① 「全国で参加可能なモデル（熊本モデル）」 

1. 各二次医療圏での医療・患者ニーズの調査（ナビ会議、WG）。 

2. 活動紹介フライヤー、リーフレットの作成、熊本県情報冊子の利用や改訂協力

（ナビ会議、WG） 

3. 薬剤師会・訪問看護・介護事業所・市町村への広報（ナビ会議、WG） 

4. 九州・沖縄ブロック相談支援フォーラムへの参加（ナビ会議、WG） 

② 「都道府県・市区町村向けモデル」「医療者・介護者向けモデル」 

1. 各医療圏・近隣医療圏の医療・介護の問題点・ニーズの調査・検討（各拠点病

院、WG） 

③ 「人材育成のモデル」 

1. 学会による人材育成のプログラム（学会） 

2. 各医療圏ごとの患者・医療者のニーズにあった人材（ナビ）の育成（ナビ会議、

WG） 

④ 相談支援・連携部会、WG、ナビ、ピア関連会議の陪席参加、研修会への陪席参加（ナ

ビ会議、WG、熊本県がん相談員サポートセンター） 

 

＜全国展開への提言＞ 

熊本県では、「熊本県がん相談員サポートセンター」が行政・医療・ナビを繫ぐハブ（事

務的作業を含む）の役割を果たしている。普遍的に全国展開するためには「地域統括相

談支援センター」の活用が鍵となる。 
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本研究は、厚生労働省科学研究費補助金（がん対策推進総合事業）（H29-がん対策-一般-004）  

「生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・相談支援体制の在り方：地域ニーズ

の検証と活性化人材の育成と普及」に関する研究の成果である。  
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別添 4 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

がん診療連携拠点病院におけるがん情報提供・相談支援の実効性解析、 

活性化支援人材介入モデルの検討 

 

研究分担者  西山 正彦   群馬大学・名誉教授 

 

8 月から研究分担者を藤也寸志より引き継いだ。本分担研究報告書では、藤の 8月までの活

動報告に加えて、それ以後の西山の活動を報告する。「がんに関する相談支援と情報提供」

の推進は重要な課題と認識されながらも、がん相談支援センターの国民への認知は十分に

は進まず、またその実情は施設間や地域間で大きく異なっている。本研究の目的は、地域

の相談支援・情報提供体制を効率化するために不可欠な人材（がん医療ネットワークナビ

ゲーター：がんナビ）の育成を通じて、相談支援・情報提供体制の在り方を考え、療養を

含めた地域情報づくりのモデル等を提案することである。本年度は、昨年度までに施行し

た７都道府県における医療介護など広範囲の従事者に対するがん相談支援・情報提供の実

態に関するアンケート調査および聞き取り調査の結果について、詳細な検討および議論を

行った。また、癌治療学会によるがんナビの育成に協力し、さらに福岡県におけるがんナ

ビ育成に関する活動を継続した。8月からは交代した新研究代表者による 3年の成果の総括

や研究成果の冊子化と全国への配布、さらに今後のがん相談支援・情報提供体制の在り方

に関する提言の補助を行った。 

 

Ａ．研究目的 

1) 医療と介護の間、また地域間で異なるが

ん情報の多様なニーズに適切かつ迅速に対

応できる＜地域完結型相談支援・情報提供

体制＞の確立を目指す。その前提として必

要とされる「がんの相談支援や情報提供に

関する地域や施設によって異なるニーズや

問題点」を明らかにする。  

2) 地域の相談支援・情報提供体制とこれを

補強する人材養成プログラムを検証し、地

域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報提

供体制の在り方、これを効率化する人材の

育成と介入モデル、療養を含めた地域情報

づくりモデル等を提案する。 

Ｂ．研究方法 

1) 一昨年度に実施したがん診療連携拠点

病院（以下、がん拠点）の相談支援センタ

ー/地域統括相談支援センター/医療・ケア

ネットワーク等を対象としたアンケート調

査、さらに昨年度の回答施設へのインタビ

ュー調査の結果を詳細に検討して議論を行

った。 

2) 昨年度に引き続き、がん医療ネットワー

クナビゲーター（以下、がんナビ）養成プ

ロジェクト（H26-がん政策-一般-007）でモ
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デル事業の対象県である福岡県において、

養成のためのシステム作りを模索し、さら

に養成したがんナビの活躍の場を提供でき

る体制の構築を推進した。福岡県では特に

保険薬局薬剤師を対象として、がんナビの

育成を図った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、モデ

ル事業における評価は疫学研究の対象にな

ると考えられ、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守してこれを行

う。 

 

Ｃ．研究結果 

1)九州がんセンターで行ったインタビュー

調査では、福岡県における医療・介護領域

の従事者においては、がんの情報提供や相

談支援に関するニーズは広くかつ大きいも

のの十分な支援が行われていないことが判

明した。国のがん施策は、がん患者・家族

だけでなく、がん拠点や一部の関連施設以

外の医療・介護領域には届いていない実態

が明らかであった。 

2) 福岡県における保険調剤薬局薬剤師を

対象にがんナビの周知活動を継続した。そ

の結果、2020 年 2 月現在で、シニアナビ認

定済 10 名、実地見学中または待ちが 3名、

コミュニケーションスキル研修を終了が 31

名、ナビ認定済が 119 名、e-learning 受講

中が 88 名と全国で最大の活動拠点となっ

ている。さらに、がんナビの活動を支える

ために、福岡県がん拠点が中心となるがん

診療連携協議会とその相談支援・情報提供

関連の部会での周知と協力依頼を昨年に引

き続き行いながら、がん専門相談員の連絡

会にがんナビも参加してもらい両者の交流

を続けている。 

3) 8 月以後は、研究分担者である藤の活動

を引き継いだ。交代した新研究代表者によ

る 3年の成果の総括や研究成果の冊子化と

全国への配布、さらに今後のがん相談支

援・情報提供体制の在り方に関する提言の

補助を行った。 

 

Ｄ．考察 

 広域にわたる広範囲の医療・介護関連施

設へのアンケート調査やインタビュー調査

の結果から考察すると、介護関連施設にお

いて、医療側からだけでは想像できなかっ

た「がん情報の不足」が明らかになった。

がんに関する情報をどのように収集し要介

護者達に提供するかについて困窮している

問題点が浮上し、がん相談支援センターだ

けでなく、がんナビ自体を介護福祉関係者

や国民へ周知することも必須であることが

わかった。 

現在のがん拠点における相談支援・情報

提供に関わる人員配置の現実は、年々高ま

るニーズに対応するには不十分であり、病

院経営の厳しさもあって更なる強化も望め

ない状況である。このために、市井にあっ

てがん専門相談員へのサポートまたは橋渡

しができる人材（がんナビ）の育成が急務

であり、この点に本研究の最大の意義があ

る。各都道府県では、行政の協力やがん拠

点のまとまりなどに大きな温度差がある。

福岡県では保険調剤薬局薬剤師を中心とし

た情報提供を行うことで、がんナビ取得を

目指す人が爆発的に増加した。彼らのがん

ナビ認定取得をサポートする体制を構築し

ていく必要がある。 
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 一方で、がんナビが養成された場合には、

その活動の質を維持する仕組みが必要であ

り、それにはがん拠点のがん専門相談員と

の定期的な交流が必要不可欠である。それ

は、がんナビの相談相手の確保や実際のが

ん患者のがん相談支援センターへのアクセ

スの橋渡しにも必須の要件である。九州が

んセンターでは、まずは福岡県での活動拡

大を目指しているが、全国のモデルとなる

べく福岡県モデル（1つの拠点病院と複数

の保険調剤薬局のがんナビからなるグルー

プを最小単位として、県内の全がん拠点で

の拡大を目指し、将来には全県下での統一

的な活動を目指すモデル）を提唱した。 

 

Ｅ．結論 

本研究の目的を達するためには、まずが

んナビを全国へ展開すること、そしてがん

拠点との共同体制の確立が必要である。さ

らには、医療側だけでなく介護側へのがん

情報の提供や相談支援は喫緊の課題であ

る現状が浮き彫りになった。 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 

がん診療連携拠点病院におけるがん情報提供・相談支援の実効性解析、 

活性化支援人材介入モデルの検討 
 

研究分担者 片渕 秀隆 
熊本大学大学院生命科学研究部 産科婦人科学講座 教授 

 

研究要旨 

がん患者とその家族が求める情報提供と相談支援のニーズは多様であり、がん診療連携拠

点病院に設置されている「がん相談支援センター」での対応だけでは不十分であることが

報告されている。その理由の一つとして、がん診療のフェーズや生活・療養が行われてい

る場によって、求められる情報、支援の内容が異なることが、本研究で明らかになった。

情報提供と相談支援を「がん相談支援センター」だけにとどめずに、それぞれの地域、生

活の場で生じる多様なニーズに対応し、その地域に存在するリソースに適切につなぎ、情

報提供と相談支援が提供される仕組みが期待される。この仕組みを実装するためには、地

域での情報提供・相談支援体制の効率化、生活・療養を含めた地域情報づくり、それを保

障するする人材の育成が必要と考えられる。本研究では、＜地域完結型情報提供・相談支

援体制＞の確立を目指し、この体制を支援し活性化する人材を養成するプログラムを提案

する。本年度は、熊本県（熊本モデル）と九州地区で、地域完結型情報提供・相談支援体

制の構築を行い、支援体制活性化人材のモデルである「がん医療ネットワークナビゲータ

ー（以下、「がんナビ」と略す）」の育成、広報・普及活動、介入、現状把握、顔の見える

関係の構築、継続した支援の枠組みの構築を行った。この実践を基に、「全国で参加可能な

モデル（熊本モデル）」、「都道府県・市町村向けのモデル」、「医療者・介護者向けのモデル」、

「人材育成のモデル」を提案する

Ａ．研究目的 

1) それぞれの地域とフェーズで異なる「が

ん診療」に対する多様なニーズに対応し、

その地域に存在するリソースへ適切につな

ぐ＜地域完結型情報提供・相談支援体制＞

の確立を目指し、生活・療養を含めた地域

情報づくりのモデル等を提案する。 

2) ＜地域完結型情報提供・相談支援体制＞

を支える＜支援体制活性化人材＞を養成す

るプログラムを検証し、育成と介入、支援

の提供体制の在り方、育成した人材への継

続した支援の枠組みを提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

1) 熊本県がん診療連携協議会幹事会 相

談支援・連携部会と「がんナビ」との連携

を構築し協働で活動を行う。 

 二次医療圏の薬剤師を対象に「がんナビ」

により情報提供を行い、地域と職種に特徴

的な「がんの情報提供や相談支援に関する

地域のニーズや問題点」を明らかにする。
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2) 「がんナビ」に対してアンケート調査に

より現状把握を行う。 

 九州地区において、メーリングリストを

構築する。 

 「がんナビ」を育成している日本癌治療

学会学術講演会に参加を促し、継続的支援

と顔の見える関係の構築を行う。 

（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、モデ

ル事業における評価は疫学研究の対象にな

ると考えられ、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守してこれを行

う。 

 

Ｃ．研究結果 

1) 熊本県で活動する「がんナビ」の情報共

有、連携の場として「熊本県がん医療ネッ

トワークナビゲーター会議（以下、ナビ会

議）」を設置した。参加者は、「熊本県がん

診療連携協議会幹事会 相談支援・連携部

会」の部会委員、がん診療連携拠点病院の

がん専門相談員ワーキンググループ（以下

ＷＧ）、熊本県がん相談員サポートセンター

の職員から構成されている。成果としては 

①参加者のメーリングリストを作成した。 

②「熊本県がん診療連携協議会幹事会 相

談支援・連携部会」にナビ会議の代表者が

参加し、「がんナビ」の活動を定期的に報告

し、幹事会の構成委員への周知を行い活動

の理解を深めた。③同部会下部組織「がん

相談員ワーキンググループ」にナビ会議の

構成員が陪席として参加することで連携を

深めた。 

④同部会が主催した県民公開講座で一般参

加者向けに「がんナビ」を紹介した。 

⑤がん専門相談員と「がんナビ」が協働し

て、天草市で開催された市主催の天草健康

フェスタや熊本市図書館で「出張がん相談」

を行った。 

⑥引き続き熊本県の複数の二次医療圏（人

吉、芦北、熊本・上益城、阿蘇）の薬剤師

を対象に「がんナビ」による「がんナビ」

制度の説明を行い、アンケート調査にて「が

んの情報提供や相談支援に関する地域のニ

ーズや問題点」を収集した。 

2) ①2019 年 8月現在、日本癌治療学会は

ナビ 344 名、シニアナビ 67 名を認定した。

活動状況を把握するため 2017〜2019 年継

続してアンケート調査を行った。シニアナ

ビ活動が根付いてきたが、時間・活動場所・

支援ニーズの 3点が得られていない「がん

ナビ」の存在も明らかとなった。今後も、

「がんナビ」の位置づけの明確化、「がんナ

ビ」制度の周知・広報、「がんナビ」間のネ

ットワーク構築、学会の継続的サポートが

必要と考えられた（論文投稿準備中）。 

 「がんナビ」の周 40 知・育成の活動とし

て、②2019 年 10 月 24日〜26 日に福岡市で

開催された第 57 回日本癌治療学会学術講

演会において「がんナビ」の参加を認め、

継続的な教育の場を提供した。 

③同学会にて、九州地区の「がんナビ」を

中心に、顔の見える関係を作るための会合

を開催し、メーリングリストを作成した。

④2020年度よりがんナビのコミュニケーシ

ョンスキルセミナーを九州地区独自に開催

することとした。 

 

Ｄ．考察 

［熊本県モデルの概要と特徴］ 
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① 「がんナビ」を育成し、活動の場を提

供し、「がんナビ」へのがん情報の提供

や教育を通じた質の向上を図るための

最小単位として、1つのがん診療連携

拠点病院（拠点病院）を中心とした地

域ネットワークの構築を目指す。 

② 熊本県がん診療連携協議会幹事会 相

談支援・情報連携部会をハブとし、行

政、医療、ナビの三位一体の連携を構

築した。熊本では相談員サポートセン

ターがコーディネートを行っているが、

地域統括相談支援センターの今後の活

用が期待される。 

③ ナビ育成の重点対象を保険調剤薬局の

薬剤師としているが、今後対象をテラ

ピスト・歯科医や歯科衛生士・図書館

司書・介護福祉関係者（地域包括支援

センターの保健婦やケアマネージャー

など）へも拡大し、ネットワーク最小

単位の充実を図る。 

④ ①～③と並行して、各地域がん診療拠

点病院でのネットワークの構築を推進

し、都道府県拠点病院を中心とした県

下全域のネットワークへ拡大していく。 

［全国で参加可能なモデル（熊本モデル）］

現在まで熊本で行われてきた活動内容をま

とめ、以下の機会を捉えて全国へ向けて発

信する。具体的には以下の項目が考えられ

る。都道府県がん情報冊子、都道府県薬剤

師会、保険薬局薬剤師会、介護事業所、市

区町村保健、福祉課、全国の地域相談支援

フォーラム、地区（例 九州・沖縄ブロッ

ク）地域相談支援フォーラム等での情報提

供である。 

［都道府県・市区町村向けのモデル（医療

者・介護者向けのモデル）］ 

都道府県は国の医療政策を受け、それぞれ

の地域の実情に応じて実施することを主に

担当しており、市区町村は健診事業・介護

施策を主に担当している。このことから、

それぞれの特性に応じた展開を考える必要

がある。特に、都道府県は二次医療圏の中

核病院を通じて施策を実地することが多い。 

＜二次医療圏の中核病院と地域の保険調剤

薬局を車輪の輻として＞ 

今後の我が国は未曾有の少子高齢化、人口

減少社会を迎える。一人の働き盛りの世代

が肩車で一人の高齢者世代を支える構図に

は無理がある。元気な高齢者がハンディを

持つ高齢者を支えることが予測される。さ

らに、東京都を除けばほとんどの道府県は

人口が減少し、かつ生活環境が整っている

中核都市へ移動していく。移動できない人

は人口が減少して行く地域に取り残される。

これらの地域の高齢者の健康を支えるリソ

ースは、アクセスの良い地域の中核病院と

地域の歯科と保険調剤薬局とコンビニエン

スストアとなる。平成 30年の全国の保険調

剤薬局は 58,000 店舗、1薬局あたりの人口

は 2,189 名（1621名〜2,597 名）である。

地域・店舗状況によるが、単純計算で約 50

名のがんに関連した問題を抱えた住民と接

することが予想される。従って、がんの罹

患者の 70%を高齢者が占める現状では地域

のがん患者・家族へ適切な医療情報を提供

し、中核病院へ繋ぐ役目が地域の保険調剤

薬局に期待される。地域の中核病院（相談

員を含む）、保険調剤薬局、「がんナビ」

（薬剤師を含む）の顔の見える関係づくり

活動を推進することが具体的な方略となる。

これが地域単位のネットワーク構築そのも

のとなる。 
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＜二次医療圏の行政と地域の健康啓発活動

健康日本 21（第二次）＞ 

平成 25 年から健康日本 21（第 2次）の中

間報告では、がん関連の項目は「B 目標値

に達してはいないが改善傾向」であった。

健康日本 21（第 2次）で提案されている「ソ

ーシャルキャピタル」の核となる人材の候

補としての「がんナビ」の可能性が考えら

れる。地域の保険担当部門へのナビゲータ

ーの広報活動と活用の提案を戦略的に検討

する必要がある。「がんナビ」の質（人間）

の保障を行政に行う担当者が必要（地域責

任者）と考えられる。 

［人材育成のモデル］］ 

以下の充足が期待される。 

① 学会による人材育成のプログラム（コ 

ンテンツ作成 

② 各医療圏ごとの患者・医療者のニーズ

にあった人材（ナビ）の育成（WG、ナ

ビ会議） 

③ 相談支援・ナビ・ピア・がんサロン関

連研修会への陪席参加、WG、部会への

陪席参加 

 

Ｅ．結論 

本研究の目的を達するためには、地域完

結型情報提供・相談支援体制の構築を行い、

支援体制活性化人材モデル「がん医療ネッ

トワークナビゲーター（以下、がんナビと

略す）」の育成、広報・普及活動、介入、

現状把握、顔の見える関係の構築、継続し

た支援の枠組みの構築が必要である。地道

な作業であっても、がん対策推進基本計画

の目指すところを達成するためには、本研

究のような活動は継続していく必要があ

ると考える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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片渕秀隆 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

地域がん医療情報提供・相談支援体制活性化人材としての 

がん医療ネットワークナビゲーターの養成、その有用性の検討 

 

研究分担者 相羽 惠介 東京慈恵会医科大学 腫瘍・血液内科 客員教授 

  

研究要旨 

「がん診療連携拠点病院」、「小児がん拠点病院」、「地域がん診療病院」には、がん相談支

援センターが設置されているが、その機能は十分に利用されていないと報告されている。

本研究では、相談支援センターにおける情報提供・相談支援体制を一層効率化し助勢する

人材、すなわちがん相談員と市井をつなぐ人材である認定がん医療ネットワークシニアナ

ビゲーター（シニアナビ）および認定がん医療ネットワークナビゲーター（ナビ）育成を

実務研究の柱としている。 

2020 年 2月末日現在、シニアナビは 79名、また資格申請中 4名、シニアナビを目指して

24 名余りが現在実地見学中ないし準備中のため、近々シニアナビ 110 名弱態勢を構築しう

る状況となった。一方これまでにナビは 374 名を育成し得たが、加えてナビ 133 名が実地

見学待機中、ナビ資格取得を目指して現在 606 名が e-learning を研修中である。昨年度は

シニアナビ、ナビの自立的な活動を推進し、所期目標は堅調に進捗した。シニアナビ、ナ

ビの育成システムは完整し、今後とも順調な人材輩出が期待されるが、今後とも活動状況

を随時検証しつつ地域医療に根ざしたシニアナビ、ナビ活動の推進を企画している。 

 

Ａ．研究目的 

1）地域がん医療情報提供・相談支援体制活

性化人材としてのがん医療ネットワークシ

ニアナビゲーター、同ナビゲーターの養成。 

2）その有用性の検討。 

 

Ｂ．研究方法 

1）日本癌治療学会と連携し、がん医療ネッ

トワークナビゲーター制度の実施を支援し、

全国展開を加速して、｢認定がん医療ネット

ワークシニアナビゲーター（以下シニアナ

ビと省略）｣および｢認定がん医療ネットワ

ークナビゲーター（以下ナビと省略）｣など

の人材養成を促進する。 

2）養成人数の増加を目指し、制度を改革(2

段階認定制度の導入)したため、その有用性

を検討する。 

3）都道府県指導責任者を定め、全体会議・

説明会を毎年開催する。 

4）実地見学施設（認定施設）を順次全国へ

と拡大する。 

5）プレスリリースや日本薬剤師会及び薬剤

師関係学会・組織への働きかけ等により、

同制度について広報を推進する。 
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6）シニアナビゲーター30 名を認定、ナビ

ゲーター養成課程参加者を 200 名まで増加

させる。 

7）がん医療ネットワークナビゲーターの有

効性検証のため、資格取得者(シニアナビ、

ナビ)に実態調査を行う。 

8）シニアナビ、ナビの自立的な活動を支援、

推進する。 

（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、モデ

ル事業における評価は疫学研究の対象にな

ると考えられ、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守してこれを行

う。 

 

Ｃ．研究結果 

1）がん医療ネットワークナビゲーター制度

の改革推進を推進するために日本癌治療学

会の｢がん診療連携・認定ネットワークナビ

ゲーター委員会｣と連携・協働し、今年度各

種学会行事、医学薬学学術雑誌、医療情報

誌、各種医療パンフレット、学会ホームペ

ージ等を通して本事業の周知と理解、支援

の徹底を図った。 

過去 5年余り本事業研究を先行試行した群

馬県、福岡県、熊本県の 3県に加え、今年

度も昨年度に引き続き円滑な全国展開を漸

次図るために本研究事業の内容と将来計画

などについての説明会を開催した。すなわ

ち、前年度に引き続き 2019 年 10 月 25 日に

本研究事業の都道府県地域指導責任者及び

事務管理者を対象として説明会を開催し、

｢がん診療連携・認定ネットワークナビゲー

ター制度｣への理解を求め、支援を要請した。

質疑応答を通して広くあまねく本事業研究

の敷衍を図った。 

本研究事業の核心的人材と期待される｢シ

ニアナビ｣については、前年度末には 44名

であったが、本年度新たに 25名が資格取得

したことから、合計 69 名となり、所期目標

の 50名を超えて首尾良く計画達成となっ

た。ナビゲーター養成課程参加者は今や 763

名を数え、計画予定の 300 名を超えている。

加えて、この養成課程を終了し、｢ナビ｣資

格取得に至った者は 344 名の多きを数えた。 

2）昨年度は、地域実情に見合ったより至適

な｢がん医療ネットワークナビゲーター制

度｣とすべく、本制度を精査検討した結果、

2階層の認定制度へと改革した。すなわち、

従前｢ナビ｣と称していたものを、｢シニアナ

ビ｣と｢ナビ｣の 2階層に分割した。   

｢ナビ｣の主たる業務は、地域での正しいが

ん知識の普及と啓蒙や、がん検診推進のた

めの情報提供などである。一方地域におけ

る患者がん情報などを地域中核施設たるが

ん拠点病院などに報告することも双方向性

の情報伝達活動として重要である。   

｢シニアナビ｣は、｢ナビ｣の業務に加え、が

ん患者と家族を拠点病院のがん相談支援セ

ンターや適切な医療情報のリソースに繋ぐ

こと、また地域の｢ナビ｣の指導を行うこと

である。以上｢シニアナビ｣、｢ナビ｣の明確

な業務分担は 2017 年 11 月 1 日をもって変

更された。これは抜本的な変更となったた

め、｢ナビ｣に対するアンケート調査を行い、

この 2階層の認定制度を慎重に精査した。

その結果、シニアナビ認定後のフォローア

ップ、活動指針の作成、本委員会との綿密

な情報共有と連携、メーリングリストの作

成と利用などが提案され、順次整備を進め

た。さらに本年度は 2018 年 9 月に｢ナビ｣
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に対する同様なアンケート調査を行い、鋭

意分析を行った。 

3）本制度の来たるべき全国展開を視野に入

れると、地域事情を勘案した都道府県指導

責任者の選出は重要である。しかし地域ニ

ーズや既に本研究事業類似の活動を進めて 

いる地域もあることからかかる状況を勘案

して、2019 年度末には 42 都道府県で同責

任者を決定し得た。これら指導責任者に対

して、2019 年 10 月 25 日に本研究事業の趣

旨説明の会議を開催した。こうした活動を

通して本年度は愛知県などを除き 46 都道

府県全てにおいて適任者の就任要請を推進

し、43名の地域指導責任者を得たことから

監督体制はほぼ確立された。 

4）｢がん医療ネットワークナビゲーター制 

度｣は 2階層となったため、｢ナビ｣から｢シ 

ニアナビ｣へとさらなる資格取得には、相談 

業務などの場面での実地見学が資格要件と 

なる。このため、実地見学に協力が得らる 

施設を全国規模で網羅する必要がある。こ 

のため、がん拠点病院を中心に実地見学の 

施設として｢シニアナビ｣候補者の受け入れ 

を要請した。その結果昨年度末までに全国 

65 施設から賛同を得たが、2019 年度は 88 

施設と増加し、今年度もほぼ順調な進捗と 

考えられる。 

5）本研究事業を展開する上で｢ナビ｣、｢シ

ニアナビ｣の候補人材ソースを開拓するこ

とも極めて重要である。かかりつけ薬局、

かかりつけ薬剤師の制度確立を目指してい

る日本薬剤師会との協働は、本研究事業の

推進展開にも共益性が認められる。2017 年

10 月 18 日に日本薬剤師会を訪問し、本事

業の趣旨説明と協力を申し入れ、快諾を得

た。 

その後直ちに薬剤師を本委員会メンバーと

して迎え、薬剤師・薬学関係の種々の学術

集会で本制度の啓蒙と支援を訴えた。薬剤

師でシニアの資格を有する薬剤師シニアナ

ビは、他のシニアナビとは異なり、国の施

策であるかかりつけ薬局、かかりつけ薬剤

師の制度など職性を考慮すると一定の相違

点が認められることから｢薬剤師シニアナ

ビ｣の育成に注力が必須と考えられた。従っ

て今年度からは薬剤師を主たる構成メンバ

ーとする｢薬剤師ナビ WG｣を新たに設置し、

活動を開始した。2018 年 9 月の日本薬剤師

学術大会で本活動の紹介と支援を求め、ま

た同時にアンケート調査を行った。そして

各地方会レベルの学術集会においても同様

の活動を行った。 

本活動内容を通信冊子にて周知すべく｢が

んナビ通信｣を編纂し、季刊発行物とした。

2019 年春 3号、夏 4号を発行した。 

6）がん診療連携・認定ネットワークナビゲ

ーター委員会の拡充を行った。先行 3県に

加え育成態勢が整備されつつある他の 10

都道府県を加え都合 12都道府県体制を基

本として、一層の活動活性化を図った。こ

の結果、徐々にそれらの周辺地域、大都市

レベルでのシニアナビ、ナビ育成が進捗し

たため、活動の拡幅に相応の委員会構成が

求められた。このため、本年度委員会は、

総勢 31 名の構成となり、より効率的、有機

的な活動が可能となった。本研究事業活動

の結果、都合シニアナビは 79名、ナビは

374 名となり順調な進捗を得た。 

7）がん医療ネットワークナビゲーターの有

効性検証のため、資格取得者に実態調査を

行った。2017 年 12 月に、その時点で｢シニ

アナビ｣有資格者 31名に対して第 1回目書
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面アンケートを郵送した。ナビ活動全般に

関する全 20 項目からなる質問形式のアン

ケートであった。今年度初頭に結果分析が

なされたが、地域における本活動の認知度

が十分でないため、主にシニアナビ個人の

活動レベルに依存した状況であった。これ

ら諸問題点、改善点などを抽出し、フィー

ドバックに務めた。すなわち、フェイスブ

ックやメイルを活用して個々の活動状況を

点検、管理するシステムの構築を勘案中で

ある。2回目は 2019 年 5月にその時点での

シニアナビ 59名に同様のアンケートを行

った。またナビに対しても同様なアンケー

ト調査を行い、現況を分析・検証した。ナ

ビに対しては 2018 年 9月、2019 年 5 月の 2

回にわたり調査した。シニアナビ、ナビと

もに経時的な行動・意識の推移・変化を分

析した。 

8）シニアナビ、ナビの自立的な活動を支援、

推進した。昨年度実施した本活動先行 6県

における｢がん患者さんとご家族向け支援

の実態調査｣のアンケート結果をさらに精

査すべく、対面聴き取り調査を実施した。

対面調査の協力が得られた施設の担当者対

象にシニアナビ、ナビが対面聴き取り調査

を実施し、研究者が補佐した。得られた結

果に基づき、がん相談員と市井をつなぐ混

乱した現場動線や相互連絡不全について詳

細分析を進めた。 

 

Ｄ．考察 

がん拠点病院のがん相談支援センターでは、

その認知度も十分ではなく、また活用も不

十分なレベルである。地域的、領域的にこ

うした国の推進事業が及び難い、あるいは

及ばない環境があるのは事実である。よっ

てそうした状況を補完する、あるいは効率

化を推進するシステム、制度は必要である。

本研究事業では、こうした情報提供・相談

支援体制の活性化に資する人材の養成を全

国規模で組織的・継続的に実施、展開し、

検証すべく活動を推進してきた。2019 年度

は従来の 3県での予備的研究を全国規模へ

と拡大すべく可能な地域から漸次活動を推

進し、北海道、埼玉県、神奈川県、東京都

一部、大阪府、兵庫県、岡山県、愛媛県、

大分県を加えた全国 12地域へと拡大し得

た。｢シニアナビ｣は今年度予定育成人数を

超え、また｢ナビ｣育成も順調である。今後

は｢シニアナビ｣、｢ナビ｣のアンケート結果

並びに実務実績からの改善点、向上点を慎

重に点検抽出し、フィードバックすること

でより優れた良好な人材育成の制度確立を

目指したい。各地域、地方における本制度

の確立と全国的な活動を統括推進する機構

の確立は、本研究事業の核心的システムで

あることから、常に関連諸情報の収集分析

と検証により、システムとして柔軟堅実な

ものを構築する方針である。 

 

Ｅ．結論 

本研究の至上目的は、地域がん医療情報提

供・相談支援体制活性化人材としてのがん

医療ネットワークナビゲーター（シニアナ

ビ、ナビ）の育成、活動、指導にある。 

本年度3県から12都道府県へと活動は延伸

し、ナビゲーター育成活動は漸次順調に推

移している。しかしシニアナビ・ナビ育成

後の活動支援や本研究班(癌治療学会担当

委員会)との相互連絡はやや不十分であり、

整備したメーリングリストを活用して密接

な情報の交換と共有に努めたい。継続的な
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ナビ人材のリクルート、ナビからシニアナ

ビへの資格向上、ナビとシニアナビの円滑

な地域活動、それらの活動を支援し協働す

る行政、拠点病院の態勢、こうした全体活

動を統括・調整・俯瞰する機構の構築が重

要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

がん医療情報提供・相談支援に関わる地域差と地域ニーズの検討 

 

研究分担者 調  憲   群馬大学大学院肝胆膵外科・教授  

 

研究要旨 

本研究の目的はがん患者への情報提供・相談支援体制を効率化するために不可欠な人材の

育成を通じて、相談支援・情報提供体制の在り方を考え療養を含めた地域情報づくりモデ

ル等を提案することである。がん対策推進基本計画の重要施策の一つである「がんに関す

る相談支援と情報提供」においては、相談支援センターの拡充などで進んではいるものの、

地方における患者の高齢独居者の増加の問題に対応すべき地域間格差や介護部門との連携

に関する詳細な情報は存在しない。群馬県は少子高齢化がすすんだ過疎の地域を抱えてお

り、全国の地方都市のモデル地区として有用と考えられる。地方においてはがん患者やそ

の家族はがん治療に関する情報はもちろんのこと介護や療養に関する情報提供が重要にな

ってくるものと考えられる。このような背景から院外にあって患者さんやその家族の声を

傾聴し、相談支援センターに繋ぐ役割のナビゲーターの重要性は今後も増していくものと

考える。本年度は、情報提供・相談支援のための人材育成に関する活動を行った。2015 年

に認定者が誕生して以来、全国の認定ナビゲーター（e-learning 修了）は 374 名、認定シ

ニアナビゲーター（コミュニケーションスキルセミナー、実地見学修了）は 79名認定され

た。本年度には調剤薬局の薬剤師を中心に認定者が急増しており、これらの人材が実際に

患者さんと面談し、相談支援センターに繋ぐ役割を果たしていけるよう環境を整備してい

くことで、結果としてがん患者さんへのきめの細かい情報提供・相談支援体制を確立する

ことが今後の重要な課題である。 

 

Ａ．研究目的 

1) 生活圏で異なる多様なニーズに対応し、

求められるものへと正確につなぐ＜地域完

結型情報提供・相談支援体制＞の確立を目

指す。その前提として必要とされる「がん

の情報提供や相談支援に関する地域のニー

ズや問題点」を明らかにする。とくに群馬

県は少子高齢化の進んだ過疎地域を抱えて

おり、その地域事情にそくしたがん医療に

関する情報の提供体制を構築する必要があ

る。 

2) 地域の情報提供・相談支援体制とこれを

補強する人材養成プログラムとを検証し、

地域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報

提供体制の在り方、これを効率化する人材

の育成と介入モデル、介護・療養を含めた

地域情報提供モデル等を提案する。 
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Ｂ．研究方法 

がん医療ネットワークナビゲーター（以下、

がんナビと略す）養成プロジェクト（H26-

がん政策-一般-007）でモデル事業の対象県

である群馬県において、養成のためのシス

テム作りを模索し、さらに養成したがんナ

ビの活躍の場を提供できる体制を構築する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、モデ

ル事業における評価は疫学研究の対象にな

ると考えられ、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守してこれを行

う。 

 

Ｃ．研究結果 

1) 群馬県におけるがん情報提供・相談支援

に関わるがんナビの育成とフォローを行っ

た。現在、群馬県で資格をとったがんナビ

のメンバーとメールで連絡しあえる体制を

つくった。 

2)がんナビの制度委員長としてがんナビの

全国普及のために連絡を行った。2015 年に

認定者が誕生して以来、全国の認定ナビゲ

ーター（e-learning 修了）は 374 名、認定

シニアナビゲーター（コミュニケーション

スキルセミナー、実地見学修了）は 79 名認

定された。本年度には調剤薬局の薬剤師を

中心に認定者が急増している。 

癌治療学会におけるがんナビ養成のため

の多くの会議に出席し、意見を述べた。 

 

Ｄ．考察 

本研究の背景には、がん対策推進基本計

画の重要施策の一つである「がんに関する

相談支援と情報提供」は、がん相談支援セ

ンターの低い認知度、施設間や地域間格差

などにより十分に機能していないとされる

状況がある。現在のがん診療連携拠点病院

における情報提供・相談支援に関わる人員

配置の現実は年々高まるニーズに対応する

には不十分であり、がん拠点病院からの周

知活動にも限界がある。さらに群馬県にお

ける少子高齢化のすすんだ過疎地域ではが

ん患者の高齢化や独居など、特有の問題を

抱えているものと考えられる。がん拠点病

院からの物理的な距離のみならず、独居の

高齢者や介護を要する高齢がん患者が適切

な情報を得て、適切な福祉を享受すること

は容易ではない。 

前年度に行われたアンケート調査では群

馬県では居住介護支援事業所・ケアセンタ

ーからの回答が多く、この割合は全体や他

の都道府県に比べても際立って高いもので

あった。前述のごとく、がん患者の高齢化

や独居などの問題を抱える群馬県では、居

住介護支援事業所・ケアセンターなどが、

対応している可能性がある。さらにその情

報提供のニーズの解析からがん患者の看取

りの時期の支援のニーズが感じられる。 

 居住介護支援事業所・ケアセンターはが

ん患者に特化した施設ではなく、がん患者

は通常の要介護の患者の中で介護を受けて

いるもの推察される。したがって、今後が

ん診療連携拠点病院をはじめとした癌治療

を行っている病院施設と居住介護支援事業

所・ケアセンターなどとの連携が十分に行

われているかを検証する必要がある。この

ような社会的背景の中で市井にあって活動

を行うナビゲーターは重要な役割を担いう

る。 
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 一方、群馬県のナビゲーターに対するヒ

アリングも行った。活動の場がないこと、

ナビの社会的な認知度が低いために活動を

行うことの困難についての意見があった。 

適切ながんに関する情報を入手すること

を円滑に行うためには、市井にあってがん

の情報提供や相談支援への手助けができる

人材の育成が急務であり、この点に本研究

の最大の意義がある。そのための活動は、

地域間の大きな実情の差を考慮しながらも、

全国展開をしていかなければならない。 

 がんの情報を適切に提供する上で、それ

ぞれの地域に根差した活動が必要なことは

論を待たない。群馬県のアンケートやイン

タヴューによって、群馬県におけるがんの

情報がどこで求められているのか、さらに

連携を強化すべきところが明らかになって

きた。 

 群馬県で育成したがんナビが群馬県で意

義ある連携の活動ができるようさらに活動

をすすめる予定である。 

 

Ｅ．結論 

本研究の目的を達するためには、人材の

育成とともにがん診療連携拠点病院との

密接な連携が必要である。認定ナビゲータ

ーはここにきてその数は急速に増加して

いる。これらの人材を有効に活用し、がん

患者さんへの情報提供・支援に結びつける

社会活動とするためには、社会的な認知度

の向上、がん診療拠点病院へのアピールな

どの努力が必要である。地道な作業であっ

ても、がん対策推進基本計画の達成のため

には、本研究のような活動は継続していく

必要があると考える。 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

地域の医療・療養に関する情報提供と相談支援体制の現状と課題を把握するための研究

－情報ニーズと連携ニーズから 地域の患者支援へ 

 

研究分担者 渡邊 清高 帝京大学医学部内科学講座 准教授 

 

研究要旨 

診療施設や介護療養支援施設、事業所、窓口、公共図書館、患者会・患者支援団体など

の特性によって、対応する支援や相談・情報提供のニーズを明らかにし、がん患者と家族

向けの支援活動の実態に基づく、地域における患者支援の現状と課題を明らかにすること

を目的としてアンケート調査の解析を行った。 

平成 29 年に研究班で実施した 763 施設からの回答を分析した。地域と施設属性により連

携の規模が異なり、拠点病院では広域、介護福祉施設は学区域から市区町村単位での連携

ニーズが高かった。6都県でのニーズの差異は、地域の医療・介護・福祉施設の設置状況を

踏まえた、利用者である患者・家族のニーズおよび施設そのものの課題意識を反映してい

た。 

がんの経過に応じて発生する多様なニーズに対して、さまざまな専門性を有する関係者

がニーズに応じた情報を整備し、支援体制の標準化を推進し、教育研修機会を確保するこ

とによって、がん患者と家族が必要とする情報や支援によりつながりやすくなる可能性が

ある。さらなる分析やモデル事業の実施と検証をとおして、患者・家族向けの情報提供や

相談支援体制の充実と均てん化に繋げることが期待される。 

 

 

Ａ．研究目的 

がんに関わる相談支援と情報提供は、第

3期のがん対策推進基本計画（平成 29 年 10

月）において、さまざまな領域においてそ

の重要性が強調されている。がん診療連携

拠点病院などに設置されているがん相談支

援センターを中心として幅広いニーズに対

応しているが、情報コンテンツとして医療

機関・症状・治療・費用などの正確な情報

とアクセスできる環境の整備を進めること

が示されている。一方で、がん相談支援セ

ンターの利用率は 7.7％と未だ低く、国民

向けの認知の必要性も指摘されている。が

ん患者と家族がその経過において必要とな

る医療・療養・在宅・連携・費用・就労や

集学などの情報をどのように整備し、必要

に応じて適時に提供していくかが課題とい

える。 

一方で、これまでの情報提供に関する調

査は、がん診療連携拠点病院など、がん医

療の基幹施設にとどまっており、患者と家

族が治療や療養の経過において情報を得る
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可能性のある診療所や訪問看護や介護事業

所、自治体の窓口、患者支援団体などでど

のような相談や情報提供ニーズがあるかに

ついては明らかではない。 

そこで本研究では、がん患者と家族向け

の支援活動の実態に基づく、地域における

患者支援の現状と課題を明らかにすること

を目的としてアンケート調査の解析を行っ

た。 

 

B.研究方法（倫理面への配慮） 

1．調査目的 

一般社団法人日本癌治療学会による「がん

ネットワークナビゲーター制度」が先行し

ている地域や地域におけるがん相談が活発

なモデル地域（群馬、東京、神奈川、福岡、

熊本、大分）における、がん患者さんとご

家族向け支援の現状を把握することで、地

域や施設に応じた特色あるニーズを明らか

にし、全国で実施可能な支援体制や相談支

援・情報提供・連携構築に有用なモデルを

提案することを目的とする。 

2．調査対象 

先行地域（群馬・東京・神奈川・福岡・熊

本・大分）における、がん患者さんとご家

族の支援（相談対応・情報提供・連携を行

う施設を抽出した。具体的には、がん診療

連携拠点病院、がん診療連携病院、地域統

括相談支援センター、病院、診療所、保険

薬局、地域包括支援センター、訪問看護事

業所、ケアセンター、市区町村窓口、保健

所、公共図書館、患者会・患者団体などか

らなる。主に相談支援や情報提供を業務と

して行う専門の施設・窓口に加え、日常業

務を行うなかで、がん患者や家族と接して

当事者向けへの相談対応や情報提供を行っ

ている機関を対象とした。同一施設や住所

地に 2部署以上同様の機能を担っている施

設がある場合には、それぞれ回答を提出い

ただくこととした。調査方法の詳細は平成

29 年の分担報告書を参照されたい。 

3．調査概要 

がん患者と家族の支援や情報提供に関して、

施設属性・患者家族との関わっている内容

での課題・情報提供と相談支援の実施 

体制・活動の概要・現状の課題・ニーズを

感じている項目、研修や教育制度のニーズ

についての内容からなる。 

依頼状は別紙 1、調査票は別紙 2を参照。 

4．倫理的な配慮および個人情報の取り扱い 

本調査は患者を対象とせず、相談対応を行

う施設および担当者を対象とする実態調査

であるため、人を対象とする臨床研究に該

当しない。調査票において、回答者の氏名、

連絡先（勤務先住所・電話番号・FAX・電子

メールアドレス）を収集した。 

これらは回答内容の照会に必要な用途にの

み使用し、個別の施設名および個人情報は

解析では扱わず、その旨を協力依頼文に明

示した。調査への協力意向は回答の送付を

持って同意とみなした。 

 

C.研究結果 

2017 年 10 月に協力依頼文とともに調査票

を送付、回収状況を踏まえて 11 月に未回答

施設に対して再依頼とともに調査票の送付

を行った。2017 年 12月に回答を締め切り、

集計を行った（別紙 3） 

モデル地域における特性分析 

全国平均との比較で特徴的なものをまと 

めた。（図 1） 

［1．群馬］ 
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●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示 

された 

がんの検査、症状・副作用・後遺症、セカ

ンドピニオン、臨床試験・先進医療、医療

機関の紹介、がん予防・検診、在宅医療、

ホスピス・緩和ケア、介護・看護・養育、

医療費・生活費・社会保障制度、生きがい・

価値観、不安・精神的苦痛、告知、患者-

家族間の関係・コミュニケーション、職場

の人間関係・コミュニケーション、患者会・

家族会（ピア情報）、健康教育（がん教育）、

気持ちの整理（ストレスマネジメント）、グ

リーフケア（遺族ケア）、苦情・トラブル 

・全国と比べて、全般的にニーズが少ない

傾向にあった（介護事業所を主体とした調

査のためか） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、

症状・後遺症・副作用 

●がん診療連携活動でニーズを感じている

もの 

・群馬で、全国と比較して高いと感じてい

るニーズとして特徴的なものはみられない 

・診療・相談に関する連携活動、市区町村

域での連携ニーズが高い 

・最も高いとするニーズとして、全国に比

べて、地域連携クリティカルパスの説明・

運用支援が挙げられていた（17.9%、＋2.9%) 

［2．東京］ 

・回答数が 28 と比較的少なめのため、解釈

に留意が必要 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が高く提示さ

れた 

がんの検査、治療実績、臨床試験・先進医

療、食事・服薬・入浴・運動・外出など、

医療者との関係・コミュニケーション、患

者-家族間の関係・コミュニケーション、職

場の人間関係・コミュニケーション、健康

教育（がん教育）、遺伝カウンセリング、気

持ちの整理（ストレスマネジメント）、グリ

ーフケア（遺族ケア） 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示さ

れた。 

がんの治療、在宅医療、転院 

・全国と比べて、先進的な医療へのニーズ

が高め（相談窓口として実動の可能性） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、

介護・看護・養育、患者-家族間の関係・コ

ミュニケーション 

●がん診療連携活動でニーズを感じている

もの 

・東京で、全国と比較して高いと感じてい

るニーズとして 

地域（学区域程度）の情報交換・研修会

への参加 

・都道府県、広域における情報交換・研修

会への参加も高く、機能分化・役割分担を

反映している可能性 

・最も高いとするニーズとして、相談の説

明・紹介（28.6%、＋3.8%) 

［3．神奈川（相模原）］ 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示さ

れた 

がんの治療、治療実績、がん予防・検診、

在宅医療、ホスピス・緩和ケア、社会生活

（仕事・就労・学業）、医療費・生活費・社

会保障制度、補完代替療法、生きがい・価

値観、不安・精神的苦痛、告知、医療者と

の関係・コミュニケーション、患者-家族間

の関係・コミュニケーション、職場の人間
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関係・コミュニケーション、患者会・家族

会（ピア情報）、健康教育（がん教育）、気

持ちの整理（ストレスマネジメント）、グリ

ーフケア（遺族ケア）、苦情・トラブル 

・全国と比べて、全般的にニーズが少な

い？？（介護事業所を主体とした調査のた

め？） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、

がんの治療、ホスピス・緩和ケア、医療費・

生活費・社会保障制度、不安・精神的苦痛、

医療者との関係・コミュニケーション 

●がん診療連携活動でニーズを感じている

もの 

地域（学区域程度）の情報交換・研修会へ

の参加 

市区町村域、2次医療圏、都道府県域にお

ける情報交換・研修会への参加ニーズはや

や低く、機能分化・役割分担を反映してい

る可能性 

・最も高いとするニーズとして、相談の説

明・紹介（24.2%） 

［4．福岡］ 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

福岡で多いと感じているニーズは臨床試

験・先進医療、がん予防・検診、介護・看

護・養育、生きがい・価値観、患者会・家

族会（ピア情報）、健康教育（がん教育）、

グリーフケア・遺族ケア 

・特徴的な項目は、補完代替療法（17.6％、

＋3.2%）、遺伝カウンセリング（12.2%、＋

3.2％） 

・福岡で最も多いと感じているニーズは、

がんの治療、在宅医療 

・全国と比べて、症状・副作用・後遺症、

医療費・生活費・社会保障制度のニーズの

表明は少ない 

●がん診療連携活動でニーズを感じている

もの 

・福岡で、全国と比較して高いと感じてい

るニーズとして特徴的なものはみられない 

・最も高いとするニーズとして、全国に比

べて、市区町村域での情報交換会・連携の

会への参加が挙げられていた（22.7%、＋

4.8%) 

［5．熊本］ 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 

・熊本で多いと感じているニーズはがんの

治療、がんの検査、症状・副作用・後遺症、

セカンドオピニオン、治療実績、在宅医療、

ホスピス・緩和ケア、医療費・生活費・社

会保障制度、不安・精神的苦痛、告知、医

療者との関係・コミュニケーション、患者-

家族間の関係・コミュニケーション 

・特徴的な項目は、告知やコミュニケーシ

ョン、セカンドオピニオン 

・全国と比べて、全般的にニーズが高めで

あった 

（ニーズが高い/ニーズを把握できている/

可視化できている） 

●がん診療連携活動でニーズを感じている

もの 

・熊本で、全国と比較してがん診療連携に

関するニーズを高めに感じている 

・地域連携クリティカルパスの説明・運用

支援（47.1％、+9.5%)、市区町村域での連

携ニーズが高い 

・学区域程度、2次医療圏域、都道府県に

おける連携ニーズも高めであった 

［6．大分］ 

・回答数が 51 と少ないため、解釈に留意が

必要 

●情報提供・相談支援に関するニーズ 
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・全国と比べて、以下の項目が高く提示さ

れた 

医療機関の紹介、がん予防・検診、食事・

服薬・入浴・運動・外出など、社会生活（仕

事・就労・学業）、医療費・生活費・社会保

障制度、生きがい・価値観、告知、医療者

との関係・コミュニケーション、患者-家族

間の関係・コミュニケーション、職場の人

間関係・コミュニケーション、患者会・家

族会（ピア情報）、健康教育（がん教育）、

気持ちの整理（ストレスマネジメント）、グ

リーフケア（遺族ケア）、苦情・トラブル 

・全国と比べて、以下の項目が低く提示さ

れた 

がんの検査、臨床試験・先進医療 

・全国と比べて、全般的にニーズが高め（相

談窓口として実動の可能性） 

・最もニーズを感じているのは、在宅医療、

生きがい・価値観 

●がん診療連携活動でニーズを感じている

もの 

・大分で、全国と比較して高いと感じてい

るニーズとして 

相談の説明・紹介、地域（2次医療圏）に

おける情報交換・研修会への参加ニーズ 

・市区町村、2次医療圏、都道府県におけ

る情報交換・研修会への参加ニーズが全体

に高め 

・最も高いとするニーズとして、全国に比

べて、相談の説明・紹介、都道府県におけ

る情報交換・研修会への参加が挙げられて

いた 

・連携を志向する施設が多かった可能性 

 

D.考察（図 2、3） 

本調査は、6都県におけるさまざまな専

門性と地域性を有する医療者・相談支援

者・仲介者を対象とし、相談員、医療介護

福祉職、市区町村窓口、図書館、保険薬局、

患者団体など多様な場において患者・家族

の情報提供や相談支援のなり手となりうる

関係者に協力を行い実施した調査である。

予防や検診、診断治療、療養や在宅、連携

や介護、緩和ケア・グリーフケアなど、が

ん患者や家族がそのニーズに応じて相談や

情報支援を受ける場合に利活用する可能性

のある関係者に幅広くご協力いただいて実

施した初めての調査である。 

763 施設から回答を得て、その施設属性

はがん診療連携拠点病院、拠点病院以外の

病院、診療所、地域包括支援センター、保

健所、市区町村の窓口、訪問介護事業所、

訪問看護事業所、居宅介護支援事業所、保

険薬局、公共図書館、患者会など多岐に渡

っていた。 

調査対象の属性により、相談や情報提供

ニーズを感じている内容や連携ニーズは多

様であった。施設属性による特徴の違いは

あるものの、大半の施設が、がん患者と家

族の情報提供と相談支援のニーズを感じて

おり、その実施について、情報の内容、対

応する窓口の整備、関係者への認知、対象

となる患者・家族・一般市民への啓発、研

修教育の機会の確保などさまざまな課題を

実感していることが明らかになった。 

情報提供や相談支援のニーズにおいて、

地域の特性を分析することにより、以下の

ことがわかった。 

・地域における潜在的な相談支援・情報提

供のニーズを見ている可能性がある 
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・全国や他地域の比較により、地域の特性

を把握できる可能性がある 

・潜在的なニーズに対応する相談支援・

情報提供の対策に結びつく 

一方で、 

・施設別に対応している役割を反映してい

る 

・調査時点で協力可能な施設・地域からの

回答であり、直接の患者・家族のニーズを

捉えているわけではない 

・職種・地域・調査施設の属性の偏りが地

域ごとにあるため、厳密な地域比較は難し

い 

・調査で捉えられるニーズ：施設の担当者

の感じるニーズ：患者・家族のニーズを可

視化し、特性に応じた介入ポイントを知る

きっかけになる 

また、がんの診療連携でのニーズにおい

て、地域の特性を分析することにより以下

のことが明らかになった。 

・地域における潜在的ながん診療連携のニ

ーズを見ている可能性がある 

・全国や他地域の比較により、地域の特性

を把握できる可能性がある 

・連携活動の現状把握と活性化に向けた対

策に結びつく 

・地域連携パスなど、ツールや顔の見える

関係の活用状況を捉えている可能性がある 

・市区町村・学区域など、圏域に応じたき

め細かな介入モデルの提示につながる可能

性 

一方で、 

・施設別に対応している役割を反映してい

る 

・調査時点で協力可能な施設・地域からの

回答であり、直接の患者・家族の連携ニー

ズを捉えているわけではない 

・職種・地域・調査施設の属性の偏りが地

域ごとにあるため、厳密な地域比較は難し

い 

・調査で捉えられるニーズ：施設の担当者

の感じる連携ニーズ：地域の特徴ある取り

組み見出すきっかけになる 

本調査は研究代表者、分担研究者の所属

する施設から、連携している都道府県内の

医療機関・介護福祉施設・市区町村・図書

館・患者会・患者支援団体など幅広く回答

いただいた。都道府県がん診療連携拠点病

院や大学病院など、都道府県のがん相談支

援・情報提供のネットワークのある施設を

主体とした調査（福岡・熊本・群馬）、地域

の中核的ながん診療連携拠点病院で、診療

所や調剤薬局の連携先を主体とした調査

（東京、神奈川、大分）では、挙げられる

ニーズに特徴的な違いがみられた。 

例えば、広域の医療圏をカバーする都道

府県がん診療連携拠点病院や大学病院では、

臨床試験・セカンドピニオン・患者会・患

者支援団体・緩和ケア・補完代替医療・遺

伝、グリーフケアに関するニーズが高く、

地域の基幹施設においてはより身近な地域

における療養での課題（在宅医療・生きが

い・費用・後遺症・価値観・健康教育など）

が挙げられていた。 

 

がん診療連携拠点病院に設置されている

がん相談支援センターは、がん医療や治療

に関する役割を担う拠点施設に属すること

から、がん患者のライフコースにおいて、

診断～治療～フォローアップの時期を中心
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に患者のニーズに対応している。今回の調

査を行うことにより、拠点病院のがん相談

支援センターと地域の医療機関・在宅を含

む診療所や看護・介護事業所など幅広い関

係者から情報ニーズと連携ニーズを知るこ

とができ、当該地域における拠点病院（お

よびがん相談支援センター）の相談や連携

における役割分担や、当該地域の相談支援

体制の充実に向けた連携構築のための課題

や提案を得るきっかけになると考えられる。 

地域や職種、属性ごとに分析を進めるこ

とによって、患者・家族がさまざまな段階

で抱える情報・相談支援ニーズに応じた対

応策やノウハウが蓄積され、よりよい情報

提供・相談支援体制の整備につながること

が期待される。また、都道府県のがん対策

推進協議会やがん相談・情報提供部会、が

ん診療連携拠点病院がん相談支援センター

のがん相談専門員、日本癌治療学会認定が

ん医療ネットワークナビゲーターなど、地

域においてがんの相談支援や情報提供に関

わる関係者が、地域のニーズに応じた対応

策を講じたり、情報コンテンツや相談対応

マニュアルの整備や顔の見える連携づくり

など先進的な取り組みを取り入れたりする

ことで、具体的な患者・家族支援につなが

るモデルを構築することが可能になると期

待される。 

 

本調査は、地域における相談支援・情報

提供の現状を把握するものとして、従来が

ん診療連携拠点病院のがん相談支援センタ

ーなどを対象として行われている調査とは

異なる、病院・診療所（在宅診療所を含む）、

看護・介護事業所、公共図書館、患者会・

患者支援団体、市区町村窓口などが対象に

含まれている。昨今の入院日数の短縮、地

域医療計画などにより医療機関の役割分担

の推進がなされているなかで、がん患者の

ニーズに対応する機関は、治療を主とする

がん診療連携拠点病院だけでなく、療養や

フォローアップ、併存疾患を管理する病院、

かかりつけ診療所、居宅看護や介護サービ

スを提供する事業所、さまざまな公的支援

やサービスを提供したり相談窓口になる市

区町村、患者や家族の悩みや不安に寄り添

い、ピアサポートなど当事者ならでは支援

を提供する患者会・患者支援団体など、ま

すます多様化している。これらの機関にお

いて、互いの情報ニーズと連携ニーズの実

態を把握することは、間接的にその地域の

患者・家族・支援者のニーズを捉えること

につながり、必要な情報や連携構築に向け

た支援のきっかけになる。 

例えば、同様のニーズを持つ類似の人口

構成や年齢構成を持つ地域の取り組み事例

を共有したり、先駆的な地域をモデル地域

として、同様の調査を実施することによっ

て、地域における情報提供・相談支援ネッ

トワークの全体像を得ることができる。 

本調査の実施主体は、がん政策研究によ

る研究事業であったが、これまでの調査の

多くは自治体（都道府県・市区町村など）、

がん診療連携拠点病院、拠点病院連絡協議

会、相談支援・情報提供部会などさまざま

な主体によるものが多くみられている。本

調査において各地域の調査責任者の所属施

設は、都道府県がん診療連携拠点病院・ 

がん診療連携拠点病院・地域の中核医療

機関・大学病院など多様であり、将来の成

果の共有や活用を考慮すると、がん患者と

関わる可能性のある部門、実施責任施設の
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もとで調査を継続していくことが望ましい

と考えられる。 

 

E.結論 

6 都県におけるさまざまな専門性と地域

性を有する施設に対するアンケートを行っ

た。がんの情報提供・相談支援に関わる課

題の現状把握をもとに、情報提供・相談支

援ニーズと連携ニーズに関する調査を実施

した。がんの経過に応じて発生する多様な

ニーズに対して、さまざまな専門性を有す

る関係者がニーズに応じた情報を整備し、

支援体制の標準化を推進し、教育研修機会

を確保することによって、がん患者と家族

が必要とする情報や支援によりつながりや

すくなる可能性がある。今後さらなる分析

やモデル事業の実施と検証をとおして、患

者・家族向けの情報提供や相談支援体制の

充実と均てん化に繋げることが期待される。 
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